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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

計画事業名

関連計画

10.教育費

12.小・中一貫教育校関係費

評価対象
事業名

コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教
育校の全市展開と充実

教育部指導室
3245内線指導事務係

①小・中一貫教育校「にしみたか学園」の３年間にわたる検証結果や平成20年度開園の小・中一貫教育校（学園）の実践
を踏まえて、全市展開する小・中一貫教育校のより円滑な学園運営と教育内容等の質の向上を図っていくとともに、特色
ある学園づくりの推進を支援する。
②学校運営協議会とコミュニティ・スクール委員会の学校教育への支援と学校運営への参画をより一層促進する。
③市制施行60周年記念事業のプレイベントとして「プレ教育フォーラム（仮称）」を開催する。

始期 15 年度から 年度まで

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　小・中一貫教育校「にしみたか学園」の実践についての検証結果に基づき、平成20年度開園の３学園、平成21年度開
園する３学園の運営や教育活動等の推進・充実を図る。また、平成21年度から各学園に設置されているコミュニティ・ス
クール委員会が学園評価（検証）を実施していく。さらに、学校運営協議会、コミュニティ・スクール委員会の機能の活性
化や充実を図る。

1．教育総務費 3．教育指導費

○

基本計画掲載 第６部　第３・８-(4)-①

小・中一貫教育校の全市展開

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 1 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）
①各学園ごとにコミュニティ・スクール委員会が関係者評価の機能を担い学園評価を実施していく。
②学校運営協議会、コミュニティ・スクール委員会の機能の充実を図るとともに、組織や機能を継承していく基盤整備を行
う。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明
①小・中一貫教育校全学園に学校運営協議会の協議機関であるコミュニティ・スクール委員会を設置する。
②各学園ごとにコミュニティ・スクール委員会が関係者評価の機能を担い学園評価を実施し、小・中一貫教育校の改善・充
実を図る。
③プレ教育フォーラム（仮称）において、コミュニティ・スクールとしての各学園の特色ある教育活動等の取り組みを情報発信
し、市民等の一層の理解を図る。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

①三鷹市の全公立小・中学校がコミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育校として開園する。
②小・中一貫教育校の全学園に学校運営協議会の協議機関であるコミュニテイ・スクール委員会を設置し、学園評価を実施
する。
③市制施行60周年記念事業のプレイベントとして「プレ教育フォーラム（仮称）」を開催する。

事業NO. 801 事業名
コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教
育校の全市展開と充実①

≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

①小・中一貫教育校
の実践についての
検証
②一貫カリキュラム
の検証

①小・中一貫教育校の
実践についての検証
②一貫カリキュラムの
改訂作業

①コミュニティ・スクール委員
会の全学園設置
②全小・中一貫教育校の学
園評価の実施
③プレ教育フォーラム実施

①コミュニティ・スクール
委員会の全学園設置
②全小・中一貫教育校の
学園評価の実施
③教育改革フォーラム実
施

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①小・中一貫教育校
の検証（年間５回）
②学校運営協議会
の設置（14校）③カリ
キュラムの検証

①小・中一貫教育校の
実践についての検証（５
回）
②一貫カリキュラムの
作成（随時開催）

①小・中一貫教育校の全市
展開（全学園の開園）
②コミュニティ・スクール委員
会の全学園設置と学園評価
の実施
②プレ教育フォーラム実施

①小・中一貫教育校の全
市展開（全学園の開園）
②コミュニティ・スクール
委員会の全学園設置と学
園評価の実施
②三鷹教育改革フォーラ
ム実施

予算額(千円) 32,160   83,884   106,362   103,515   
決算額(千円) 28,940   64,847   88,180   
執行率(％) 90.0% 77.3% 85.2%

◎ 三鷹の森学園（第三中学校区） ◎ 鷹南学園（第五中学校区）開園
三鷹中央学園（第四中学校区）開園

学 園 　 評 価 　 資 料 収 集 学 園　 評 価 実 施
　 　 　 　 　

◎
プレ教育フォーラム（仮称）
実施

◎ 三鷹の森学園（第三中学校区） ◎ 鷹南学園（第五中学校区）開園
三鷹中央学園（第四中学校区）開園

学 園 　 評 価 　 資 料 収 集 学 園　 評 価 実 施
　 　 　 　 　

◎
三鷹教育改革フォーラム
実施

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

結
　
果

年間の実施スケジュール
4月 5月 6月

当
初
計
画

7月 8月 3月9月 10月 11月 1月 2月12月
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１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　平成21年４月に、「三鷹の森学園」（第三中学校区）、「三鷹中央学園」（第四中学校区）が小・中一貫教育校として開園する
ことができた。また「鷹南学園」（第五中学校区）は９月の開園にむけて順調に準備が進んでいる。これをもって三鷹市立小・
中一貫教育校が全市展開する。今後は、「にしみたか学園」での検証結果から導き出された成果等を踏まえ、学園ごとに実
施する合同研究会等を通して、各学園がコミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育校の教育理念、小・中一貫教育
校における各教育活動についての教育的意義を全教職員が共有し、教育内容の質の向上を図っていく。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　開園３年目を迎える連雀学園、おおさわ学園、東三鷹学園からコーディネーター教員のための後補充補助教員
の配置がなくなるが、教育改革フォーラム(仮称）の実施に伴う経費が必要となるため。

（理由）　各学園が、小・中一貫教育の検証（学園評価）を実施し、成果と課題、改善策を明確にし、次年度の学校運営や
教育課程の編成に活かしていくため。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）　業務の性格上委託化は難しいが、プレ教育フォーラム（仮称）や教育改革フォーラム（仮称）を
きっかけに、コミュニティ・スクール委員や地域住民等と協働で学校運営に取り組んでいく。

　重点的に取り組む課題とする。
　周年事業について、関係部署と連携を図り三鷹発信の事業となるよう取り組むこと。

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　平成21年度に三鷹市立小・中一貫教育校が全市展開した。今後は、学園ごとに実施する合同研究会等を通して、各
学園がコミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育の教育理念、小・中一貫教育校における各教育活動につい
ての教育的意義を全教職員が共有し、教育内容の質の向上を図っていく。
　また、市制施行60周年記念プレ事業として三鷹教育改革フォーラムを開催し、三鷹市の推進するコミュニティ・スクー
ルを基盤とした小・中一貫教育等の教育改革を市民を始めとして多くの方々に発信し、全国的な視野や視点から評価
を受け、成果や課題、今後の改善の方向を明らかにできた。今後、市制施行60周年記念事業として開催する三鷹教
育改革フォーラム2010での評価等とあわせて、小・中一貫教育校の教育内容の質の向上を図っていく。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

事業NO. 801 事業名
コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教
育校の全市展開と充実②

≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 ○ 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

評価対象
事業名 三鷹中央学園第三小学校の建替え(設計業務）

教育部 総務課
3223内線施設係

計画事業名

関連計画

10.教育費

4.三鷹中央学園第三小学校建替事業費

　昭和44年（東校舎）、昭和45年（西校舎）に竣工し、老朽化の進んだ第三小学校の校舎について、より教育環境を充実
させた新しい学校として建替えを行う。なお、建設期間中は既存校舎を使用し、新校舎竣工・引越し後、既存校舎の解体
を行う。
　平成21年度は、校舎建替え検討委員会を設置し、市民の幅広い意見の反映を図るとともに、子ども達の要望を活かし
た基本プランの作成、基本設計及び実施設計を行う。

始期 21 年度から 25 年度まで

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　第三小学校建替えにより教育環境の整備を行い、児童及び教職員の安全性・快適性の向上を図るとともに、校舎の耐
震性能の確保及び地域防災拠点としての安全性を高める。

○

2.小学校費 4.学校建設整備費基本計画掲載 第６部 第４・２－（1）－①

学校施設の耐震補強工事・改修工事等の計画的な実施

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 3.2 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明
　（1）第三小学校の校舎建替え工事実施設計業務を実施する。
　（2）第三小学校の校舎建替え検討委員会の開催及び保護者説明会を開催し、市民意見の反映を図る。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　（１）第三小学校の校舎建替え工事実施設計業務の実施を指標とする。
　（２）第三小学校の校舎建替え検討委員会の開催及び保護者説明会の開催を指標とする。

事業NO. 802 事業名
三鷹中央学園第三小学校の建替え(設計業務）

①
≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

(１)第三小学校の校舎建替え
工事実施設計業務の実施
(２)第三小学校校舎建替え検
討委員会の開催及び保護者
説明会の開催

(１)第三小学校の校舎建
替え工事実施設計業務
の実施
(２)第三小学校校舎建替
え検討委員会の開催及
び保護者説明会の開催

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①第三小学校の校舎建替え
工事実施設計業務の実施
②第三小学校校舎建替え検
討委員会の開催
②第三小学校校舎建替えに
係る保護者説明会の開催

①第三小学校の校舎建
替え工事実施設計業務
の実施
②第三小学校校舎建替
え検討委員会の開催
②第三小学校校舎建替
えに係る保護者説明会の
開催

予算額(千円) 26,678   22,810   
決算額(千円) 18,140   
執行率(％) 79.5%

【契約準備】【着手】 【第三小学校校舎建替え実施設計】

【第三小学校校舎建替え検討委員会】

【基本プランニング】 【まちづくり条例等対応期間】

【契約準備】【着手】 【第三小学校校舎建替え実施設計】

【第三小学校校舎建替え検討委員会】

【基本プランニング】 【まちづくり条例等対応期間】

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）
　当初計画どおり実施。

3月

当
初
計
画

結
　
果

9月 10月 11月

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 2月7月 8月 12月 1月
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１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　現時点では、平成23年２月から新校舎建設工事に着手する予定であるが、新校舎建設に係る補助金が２か年度を限度と
しているため、実施設計の中で工期の調整等を行う。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

　補助金を最大限活用できるよう第三小学校の校舎新築工期を設定する必要がある。

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　第三小学校建替え事業は、本年度設計のみであったが、来年度より校舎新築工事が開始されるため、コストは
増加する。

（理由）　学校施設の耐震率が向上する。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）　校舎新築工事工事監理委託業務。

　重点的に取り組む課題とする。

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　第三小学校の建替え事業は、校舎建替え検討委員会及び保護者説明会を開催し、校舎建替え実施設計等業務に
計画どおりに着手した。
　建替え工事期間中に物価上昇や材料不足など外的要因により工事の進捗に影響が出る事のないよう、公共施設課
との連携を行い、情勢変化・環境変化の実態把握を行い、適切な事業計画の推進を図る。
　なお、当初は３年度にまたがる工期設定であったが、補助金が２年度までしか受けることができないこと、また、平成
22年度の補助金の枠が尐なく補助金を受けられないことが予想されるため、校舎新築工期を平成23、24年度の２年
度で終了できる工期設定の見直しを今後公共施設課と行う。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

事業NO. 802 事業名
三鷹中央学園第三小学校の建替え(設計業務）

②
≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 ○ 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

計画事業名

関連計画

10.教育費

2.鷹南学園第五中学校体育館建替事業費

評価対象
事業名

鷹南学園第五中学校体育館の建替え(設計業
務）

教育部 総務課
3223内線施設係

　昭和39年に竣工し、老朽化の進んだ第五中学校の体育館について、より教育環境を充実させた新しい体育館として建
替えを行う。なお、建設期間中は、仮設体育館を賃貸借し、体育館を建替える。
　平成21年度は体育館建替えに向け、学校運営協議会など学校関係者、地域住民等の意見も聞きながら、新体育館の
基本プランの作成及び実施設計業務を行うとともに、既存体育館の解体工事への着手及び仮設体育館の準備に取り組
む。

始期 21 年度から 23 年度まで

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　第五中学校体育館建替えにより教育環境の整備を行い、生徒及び教職員の安全性・快適性の向上を図るとともに、体
育館の耐震性能の確保及び、地域防災拠点としての安全性を高める。

○

3.中学校費 4.学校建設整備費基本計画掲載 第６部 第４・２－（1）－①

学校施設の耐震補強工事・改修工事等の計画的な実施

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 2.4 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明
（1）第五中学校の体育館建替え工事実施設計業務を実施する。
（2）第五中学校の既存体育館解体工事の契約を行い、着手する。(平成21年11～平成22年２月頃-仮設体育館建設場所の
遺跡調査)（解体工事は平成22年４月以降を予定）
（3）第五中学校の仮設体育館賃貸借の契約を行い、設計・工事に着手する。（賃借料の支払いは平成22年度からを予定）

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

（1）第五中学校の体育館建替え工事実施設計業務の完了を指標とする。
（2）第五中学校の既存体育館解体工事の契約を行い、着手することを指標とする。
（3）第五中学校の仮設体育館賃貸借の契約を行い、設計に着手することを指標とする。

事業NO. 803 事業名
鷹南学園第五中学校体育館の建替え(設計業
務）①

≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

(１)第五中学校の体育館建替え
工事実施設計業務の実施
(２)第五中学校の既存体育館解
体工事の契約を行い着手する
(３)第五中学校の仮設体育館賃
貸借の契約を行い設計・工事に
着手する

(１)第五中学校の体育館
建替え工事実施設計業
務の実施
(２)第五中学校の既存体
育館解体工事の契約を
行い着手する
(３)第五中学校の仮設体
育館賃貸借の契約を行
い設計・工事に着手する

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①第五中学校の体育館建替え工
事実施設計業務の実施
①第五中学校の既存体育館解
体工事の契約締結及び着手
①第五中学校の仮設体育館賃
貸借の契約を行い設計・工事に
着手する

①第五中学校の体育館
建替え工事実施設計業
務の実施
①第五中学校の既存体
育館解体工事契約締結
及び着手
①第五中学校の仮設体
育館賃貸借の契約を行
い設計・工事に着手する

予算額 (千円) 35,320   35,320   

決算額 (千円) 21,684   

執行率 (％) 61.4%

【第五中学校体育館建替実施設計】  【第五中学校既存体育館解体工事契約】

【契約準備】【着手】 【基本プランニング】 【まちづくり条例等対応期間】 【計画通知等対応期間】

　 【第五中学校仮設体育館賃貸借契約】（賃借料の支払いは平成22年度からを予定）
【契約準備】 【着手】 【設計・まちづくり条例・計画通知等対応期間】 【工事着手】

【第五中学校体育館建替実施設計】  【第五中学校既存体育館解体工事契約】

【契約準備】【着手】 【基本プランニング】 【まちづくり条例等対応期間】 【計画通知等対応期間】

 　【第五中学校仮設体育館賃貸借契約】（賃借料の支払いは平成22年度からを予定）
【契約準備】 【着手】 【設計・まちづくり条例・計画通知等対応期間】 【工事着手】

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）
　当初計画どおり実施。

3月

当
初
計
画

結
　
果

9月 10月 11月

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 2月7月 8月 12月 1月
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１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　第五中学校は、平成21年度より校舎耐震補強工事を実施するとともに、仮設体育館賃貸借事業を開始している。今後は、
既存体育館解体工事及び体育館新築工事を実施するため、全ての工事が終了する平成23年度までの間、安全かつ円滑に
工事が行われるよう全体工程の調整、進捗管理の徹底を図る。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　鷹南学園第五中学校体育館の建替え事業は、今年度設計及び解体工事等であったが、来年度は体育館新築
工事が開始されるため、コストは増加する。

（理由）　学校施設の耐震化率が向上する。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）　体育館新築工事工事監理委託業務。

　重点的に取り組む課題とする。

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　第五中学校の建替え事業は、体育館建替え工事実施設計業務を計画どおりに完了した。また、既存体育館解体工
事は契約締結及び着手を行い、仮設体育館賃貸借は契約締結及び設計・工事に着手した。
　建替え工事期間中に物価上昇や材料不足など外的要因により工事の進捗に影響が出る事のないよう、公共施設課
との連携を行い、情勢変化・環境変化の実態把握を行い、適切な事業計画の推進を図る。
　なお、平成22年度は補助金の枠が尐なく補助金を受けられないことも予想されるため、補助金を獲得できるよう国や
都との慎重な協議を行う。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

事業NO. 803 事業名
鷹南学園第五中学校体育館の建替え(設計業
務）②

≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 ○ 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

評価対象
事業名 鷹南学園東台小学校の建替え(建設工事）

教育部 総務課
3223内線施設係

計画事業名

関連計画

10.教育費

2.鷹南学園東台小学校建替事業費

　昭和48年に竣工した東台小学校の校舎について、より教育環境を充実させた新しい学校として建替えを行う。
平成21年度は校舎の新築工事を開始する。（建築工期：平成23年３月末まで）

始期 20 年度から 22 年度まで

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　東台小学校建替えにより教育環境の整備を行い、児童及び教職員の安全性・快適性の向上を図るとともに、校舎の耐
震性能の確保及び、地域防災拠点としての安全性を高める。

○

2.小学校費 4.学校建設整備費基本計画掲載 第６部 第４・２－（1）－①

学校施設の耐震補強工事・改修工事等の計画的な実施

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 2.4 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

  昨年度実施した、東台小学校の校舎建替え工事実施設計業務において工期設定を当初予定の３年度間から２年度間に
短縮を行った。これは、校舎新築に係る補助金が、２年度までとなっている事への対応である。今年度から校舎新築工事が
開始されるので、短縮された工期内で確実に工事竣工を迎えることができるよう適正な工程管理を行う。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明
（１）東台小学校の校舎建替え工事に伴う既存校舎解体工事を実施する。（工事期間の予定：平成21年４～６月頃-基礎部分
解体）
（２）東台小学校の校舎新築工事を実施する。
（３）校舎建替えに係る工事説明会を開催する。
今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

（１）東台小学校の校舎建替え工事に伴う既存校舎解体工事の完了を指標とする。
（２）東台小学校の校舎新築工事の実施を指標とする。
（３）校舎建替えに係る工事説明会の開催を指標とする。

事業NO. 804 事業名 鷹南学園東台小学校の建替え(建設工事）① ≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

(１)東台小学校の校舎建替え工事
実施設計業務の実施
(２)東台小学校の校舎建替え工事
に伴う既存校舎解体工事の実施

(１)東台小学校の校舎建替え
工事に伴う既存校舎解体工
事の実施
(２)東台小学校の校舎新築工
事の実施

(１)東台小学校の校舎建
替え工事に伴う既存校舎
解体工事の実施
(２)東台小学校の校舎新
築工事の実施

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①東台小学校の校舎建替え工事実
施設計業務の実施・完了
①東台小学校の校舎建替え工事に
伴う既存校舎解体工事に着手
②東台小学校校舎建替え検討委員
会議の開催
②校舎建替えに係る保護者説明会
の開催

①東台小学校の校舎建替え
工事に伴う既存校舎解体工
事の実施・完了
①東台小学校の校舎新築工
事の実施
②校舎建替えに係る工事説
明会の開催

①東台小学校の校舎建
替え工事に伴う既存校舎
解体工事の実施・完了
①東台小学校の校舎新
築工事の実施
②校舎建替えに係る工事
説明会の開催

予算額(千円) 107,000   700,466   554,935   
決算額(千円) 81,146   553,718   
執行率(％) 75.8% 99.8%

【契約準備】　　【着手】 【準備期間】 【東台小学校校舎建替え工事】

【東台小学校既存校舎解体工事】 【完了】

【契約準備】　　【着手】 【準備期間】 【東台小学校校舎建替え工事】

【東台小学校既存校舎解体工事】 【完了】

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）
　当初計画どおり実施。

結
　
果

9月 10月 11月8月
年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 3月

当
初
計
画

12月 1月 2月7月
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１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　今年度、予定どおり新校舎建設工事を開始したが、短縮した工期内で確実に竣工できるよう工程管理の徹底を図る。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　東台小学校建替え事業は、２か年度にわたる校舎新築工事が来年度末に完了するため、コストは増加する。

（理由）　学校施設の耐震率が向上する。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）　校舎新築工事工事監理委託業務。

　重点的に取り組む課題とする。

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　東台小学校の建替え事業のうち東台小学校既存校舎解体工事については、当初計画通り平成21年７月に完了し
た。また、校舎新築工事については、校舎建替えに係る工事説明会を開催後、当初計画通りに工事着手を行い、平成
23年３月の完成に向け現在順調に工事進行している。
　平成22年度以降は、建替え工事期間中に物価上昇や材料不足など外的要因により工事の進捗に影響が出る事の
ないよう、公共施設課との連携を行い、情勢変化・環境変化の実態把握を行い、適切な事業計画の推進を図る。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

事業NO. 804 事業名 鷹南学園東台小学校の建替え(建設工事）② ≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 ○ 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

評価対象
事業名 学校耐震補強工事の実施

教育部 総務課

3223内線施設係

学校施設の耐震補強工事・改修工事等の計画的な実施計画事業名

関連計画

　今年度の事業は、第七小学校・大沢台小学校・東台小学校・第一中学校・第五中学校の耐震補強工事を実施する。ま
た、羽沢小学校校舎及び体育館の耐震補強工事に向けた実施設計を行う。

始期 13 年度から 22 年度まで

10.教育費

1.耐震補強事業費

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入

　小・中学校の耐震診断の結果を踏まえ、計画的に学校施設の耐震補強工事を行っているが、このことにより、学校施設
としての機能の向上とともに地域防災の拠点としての充実を図る。さらに、平成21年度に耐震補強工事を実施することに
より、市内小・中学校の耐震化率84.3％を目指す。

○

2.3.小・中学校費 4.学校建設整備費基本計画掲載 第６部 第４・２－（1）－①

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 2.4 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　耐震補強工事に係る事業を見直すことにより、関連する工事を同時に行い施設の改修整備を進め、安全な教育環境の充
実を図る。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

（1）第七小学校・大沢台小学校・東台小学校・第一中学校・第五中学校の耐震補強工事を実施する。
（2）羽沢小学校校舎及び体育館の耐震補強実施設計業務の実施。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

（1）第七小学校・大沢台小学校の耐震補強工事を実施することにより、耐震補強２期工事の完了を指標とする。
（2）東台小学校体育館の耐震補強工事を実施することにより、体育館耐震補強工事の完了を指標とする。
（3）第一中学校・第五中学校の耐震補強工事を実施することにより、耐震補強１期工事の完了を指標とする。
（4）羽沢小学校校舎及び体育館の耐震補強実施設計業務の完了を指標とする。

事業NO. 805 事業名 学校耐震補強工事の実施① ≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

(１)南浦小学校の耐震補
強１期工事実施
(２)第七小・大沢台小・東
台小学校耐震補強実施設
計実施
(３)羽沢小学校の耐震補
強計画業務の実施

(１)第七小学校・大沢台小
学校耐震補強1期工事実
施、南浦小学校耐震補強２
期工事実施
(２)第三小学校・第一中学
校・第五中学校耐震補強実
施設計実施

(１)第一中学校・第五中学校耐
震補強１期工事実施、第七小学
校・大沢台小学校耐震補強２期
工事実施、東台小学校体育館耐
震補強工事実施
(２)羽沢小学校耐震補強実施設
計実施

(１)第一中学校・第五中
学校耐震補強１期工事実
施、第七小学校・大沢台
小学校耐震補強２期工事
実施、東台小学校体育館
耐震補強工事実施
(２)羽沢小学校耐震補強
実施設計実施

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①南浦小学校耐震補強１
期工事実施・完了
①第七小・大沢台小・東台
小学校耐震補強実施設計
実施・完了
①羽沢小学校耐震補強計
画業務実施・完了

①第七小学校・大沢台小学
校耐震補強１期工事実施・
完了、南浦小学校耐震補
強２期工事実施・完了
①第三小学校・第一中学
校・第五中学校耐震補強実
施設計実施・完了

①第一中学校・第五中学校耐震
補強１期工事実施・完了,第七小
学校・大沢台小学校耐震補強２
期工事実施・完了,東台小学校
体育館耐震補強工事実施・完了
①羽沢小学校耐震補強実施設
計実施・完了

①第一中学校・第五中学
校耐震補強１期工事実
施・完了,第七小学校・大
沢台小学校耐震補強２期
工事実施・完了,東台小学
校体育館耐震補強工事
実施・完了
①羽沢小学校耐震補強
実施設計実施・完了

予算額(千円) 69,688   365,718   907,080   731,665   
決算額(千円) 53,940   295,215   643,985   
執行率(％) 77.4% 80.7% 88.0%

【契約準備】【着手】 【羽沢小学校耐震補強実施設計】 【完了】

【契約準備】【着手】 【第一中学校・第五中学校耐震補強工事】 【竣工】

【契約準備】【着手】 【第七小学校・大沢台小学校・ 【竣工】
東台小学校体育館耐震補強工事】

【契約準備】【着手】 【羽沢小学校耐震補強実施設計】 【完了】

【契約準備】【着手】 【第一中学校・第五中学校耐震補強工事】 【竣工】

【契約準備】【着手】 【第七小学校・大沢台小学校・ 【竣工】
東台小学校体育館耐震補強工事】

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）
　当初計画どおり実施。

結
　
果

9月 10月 11月8月

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 3月

当
初
計
画

12月 1月 2月7月
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１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　耐震補強工事にあたっては、技術開発の進展や新たな工法による工事実績等を踏まえ、対象施設に最適な工法の検討を
行うとともに、「安全・安心な学校づくり交付金」の活用を図る。
　平成22年度に校舎及び体育館の耐震補強工事を予定していた羽沢小学校については、体育館屋根裏の断熱材に含まれ
るアスベストの除去工事（屋根の取り替え）を体育館耐震補強工事と同時に実施するため工事量が増大した。このため、校
舎の耐震補強工事を平成22年度に、体育館の耐震補強工事を平成23年度に実施する計画に変更する。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　耐震補強工事については新たな工法など検討を行い、工期の短縮やコスト縮減に向けた取り組みを行う。また、
国庫補助・都補助等を有効に活用し、財政面の軽減を図る。

（理由）　学校施設の耐震化率が向上する。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）　①耐震補強実施設計委託業務　　②工事監理委託業務

　重点的に取り組む課題とする。
　学校の耐震補強工事は、優先度を踏まえ、今後の検討課題とすること。
　なお、羽沢小学校について来年度の事業実施は見送ることとする。

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　第七小学校・大沢台小学校・東台小学校・第一中学校・第五中学校の耐震補強工事は、公共施設課による適正な
進行管理により当初計画通りの進捗が図られ、学校施設の安全性向上と地域の防災拠点としての強化という成果が
上げられた。また、羽沢小学校校舎及び体育館の耐震補強実施設計業務の実施も当初計画通り完了した。平成22年
度以降も耐震化率を引き上げるために、計画に沿った耐震補強の取り組みの着実な推進を図っていく。
　

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

事業NO. 805 事業名 学校耐震補強工事の実施② ≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

1 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　実施設計に沿った野球場などの整備工事を行い、年度内完成を目指すとともに、整備期間中の代替施設の円滑な運用を
図るとともに、引き続き施設の確保に努める。さらに、スポーツ団体が有料の体育施設を使用した場合の補助金交付制度を
整備する。

第7部 第2 ・4-(2)-①

　実施設計に沿った野球場などの整備工事を行うとともに、整備期間中の代替施設の円滑な運用を図る。さらに、スポーツ
団体が有料の体育施設を使用した場合の補助金交付制度を整備する。また、今年度三鷹市で整備するサッカー場、ソフト
ボール場、管理棟については、東京都の国体競技施設整備費補助金の対象施設なので補助金の確保に努める。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明
　実施設計に沿った野球場などの整備工事を行う。また、整備期間中の代替施設の円滑な運用を図るとともに、引き続き施
設の確保に努める。さらに、スポーツ団体が有料の体育施設を使用した場合の補助金交付制度を整備する。なお、今年度
三鷹市で整備するサッカー場、ソフトボール場、管理棟については、東京都の国体競技施設整備費補助金の対象施設なの
で補助金の確保に努める。

年度まで始期 19 年度から 21 当該事務に従事する実職員数

内線

10教育部

01大沢総合グラウンド整備事業費

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　昭和51年に暫定スポーツ施設として開場した大沢総合グラウンドについて、東京都の公園整備計画に基づき、本格的
な整備を進める。

○

05保健体育費 04体育施設整備費基本計画掲載

施設係

大沢総合グラウンドの整備計画事業名

関連計画

　今年度は、「サッカー・ラグビー場」、「野球･ソフトボール場」、「管理棟」の整備工事を行う。また、整備期間中の代替施
設の円滑な運用を図るとともに、引き続き施設の確保に努める。

評価対象
事業名 大沢総合グラウンド整備事業

教育部スポーツ振興課
3321

事業NO. 806 事業名 大沢総合グラウンド整備事業① ≪重点管理事業≫ 教育委員会

 　　　既存施設の撤去工事 野球場等整備工事

近隣住民工事説明会 条例・規則の改正

 　　　既存施設の撤去工事 野球場等整備工事

条例・規則の改正

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

12月 1月 2月8月
年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 7月

　当初計画どおり実施。

6/25
大沢地
区工事
説明会

3月

当
初
計
画

結
　
果

9月 10月 11月

事業NO. 806 事業名 大沢総合グラウンド整備事業② ≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成

活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

３者及び市民関係団
体等による協議の実
施　基本計画、一部実
施計画、遺跡試掘調
査に実施

野球場等の実施設計、
テニスコートの整備工
事、代替施設の改修工
事、施設利用団体等と
の意見聴取

サッカー兹ラグビー場、野
球・ソフトボール場、管理
棟の整備工事
工事期間中の代替施設
の円滑な運用

サッカー兹ラグビー場、野
球・ソフトボール場、管理
棟の整備工事
工事期間中の代替施設
の円滑な運用

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①基本設計、一部実
施設計、遺跡試掘調
査の実施

①野球場等の実施設
計、テニスコートの整
備、代替施設の改修工
事の年度内完了
②施設利用団体等との
意見聴取と近隣住民へ
の工事説明

①サッカー兹ラグビー場、
野球・ソフトボール場、管
理棟の整備工事の年度
内完了
①工事期間中の代替施
設の円滑な運用

①サッカー兹ラグビー場、
野球・ソフトボール場、管
理棟の整備工事の年度
内完了
①工事期間中の代替施
設の円滑な運用

予算額(千円) 33,440   159,053   848,400   692,046   
決算額(千円) 18,002   99,638   674,919   
執行率(％) 53.8% 62.6% 97.5%
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1 1
（特記意見）

進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 1

　実施設計に沿った整備工事は３月で完了し、４月オープンに向け有料施設としての施設条例を改正した。また、整備
期間中の代替施設の円滑な運用を図り、スポーツ団体が有料の体育施設を使用した場合の補助金交付制度の普及
活動に努めた。
  東京都が管理運営する「都立武蔵野の森公園」駐車場の有料化にあわせて、野川グラウンド駐車場の有料化を行
い受益者負担の適正化を図った。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（理由及び具体的内容）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

《事業の事後評価》

　①大沢野川グラウンドの駐車場料金について、充分検討する必要がある。
　②整備後の管理運営体制のあり方については、今後の総合スポーツセンターの整備も踏まえ、指定管理者制度等を含
めた民間活用の検討を行う必要がある。

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）

（理由）

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向

１ある・２ない・３その他

　実施設計に沿った野球場などの整備工事を行い、年度内完成を目指すとともに、整備期間中の代替施設の円滑な運用を
図る。さらに、スポーツ団体が有料の体育施設を使用した場合の補助金交付制度のＰＲに努める。また、平成22年４月に供
用開始予定のサッカー場等について、施設有料化に向け、条例や規則の一部改正を行う。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）
コスト面

事業NO. 806 事業名 大沢総合グラウンド整備事業② ≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 ○ 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　小・中学校19校の受信設備の地デジ対応改修の完了。
　地デジ対応ＴＶ装置等の配置及び既設ＴＶ装置の回収・廃棄（小学校８校、中学校３校）。
　受信障害対策として、ＣＡＴＶによる再送信への切り替え工事の完了並びに受信設備整備経費の一部助成の実施。

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

　受信設備改修経費の一部について、国の補助制度の活用を計画している。しかし、補助内容、手続き等が明確に示されて
いない。地デジ放送の授業への利活用については平成17～19の３年間、文科省の指定を受け、第一小学校・第七中学校で
実証を行った。

当該事務に従事する実職員数 1.6 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　全小・中学校（高山小学校・東台小学校・第三中学校を除く19校）の受信設備の地デジ対応改修を行う。
　地デジ対応ＴＶ装置等の配置及び既設ＴＶ装置の回収・廃棄（対象：小学校８校、中学校３校）
　テレビ受信障害対策として、ＣＡＴＶによる再送信への切替え工事並びに受信設備整備経費の一部助成を行う。

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入

　平成23年７月の地上デジタル放送（以下「地デジ」という。）への移行に備え、小・中学校においても対応措置を行う必要
がある。このため、地デジ対応のＴＶ装置他を各小・中学校に配置し、あわせて、受信設備（アンテナ等）の改修対応を行
う。また、学校施設（第七小学校・第七中学校）及び教育センターの建物による電波受信障害対策として周辺家庭への共
同受信設備の整備を行っているが、これらの設備についての地デジ対応を行う必要があるので、改修対応を行う。

小学校費/中学校費 01学校管理費 他基本計画掲載 第２部第１　６-（１）-②

計画事業名

関連計画

評価対象
事業名 地上デジタル放送の利活用

　平成21、22年度の２か年計画で、小・中学校の受信設備（アンテナ・校内設備等）の改修及び地デジ対応ＴＶ装置他の
配置を行う。
　ＴＶ装置は大画面薄型ＴＶにＨＤＤ録画装置、書画カメラ等を組合せたものを４教室に１台程度を配置、各教室に設置済
みのＴＶ装置を回収・廃棄する。
　受信障害対策については、地デジ放送波の受信状況調査の結果、「不感」世帯はＣＡＴＶによる再送信への切替えを、
又、受信電波のやや弱い世帯は受信設備整備経費の一部の助成を行うこととする。

始期 21 年度から 23 年度まで

教育部総務課

3250内線三鷹市教育センター

地上デジタル放送移行への対応

10教育費

02学校管理運営費　他

事業NO. 807 事業名 地上デジタル放送の利活用① ≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

受信設備の地デジ対応改修実施
（小・中19校）
地デジ対応ＴＶ装置等配置、既設ＴＶ
回収・廃棄（小８校、中３校）
受信障害対策の実施（ＣＡＴＶ再送信
切替工事、受信設備整備経費の一
部助成）

受信設備の地デジ対応
改修実施（小・中19校）
地デジ対応ＴＶ装置等配
置、既設ＴＶ回収・廃棄
（全小・中学校）
受信障害対策の実施（Ｃ
ＡＴＶ再送信切替工事完
了、受信設備整備経費の
一部助成の周知）

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①受信設備の地デジ対応改修完了
（小・中19校）
①地デジ対応ＴＶ装置等配置、既設
ＴＶ回収・廃棄の実施（小８校、中３
校）
②受信障害対策の実施（ＣＡＴＶ再送
信切替工事、受信設備整備経費の
一部助成）

①受信設備の地デジ対
応改修完了（小・中19校）
①地デジ対応ＴＶ装置等
配置、既設ＴＶ回収・廃棄
の実施（全小・中学校）
②受信障害対策の実施
（ＣＡＴＶ再送信切替工事
完了、受信設備整備経費
の一部助成の周知）

予算額(千円) 113,536   215,160   
決算額(千円) 122,576   
執行率(％) 57.0%

▼
地デジ端末調達準備（補助申請） 契約 端末装置の配置、既存TVの回収・廃棄

▼
受信設備改修契約準備（補助申請） 契約 受信設備改修工事・調整

電波障害対策地域の対応措置（ＣＡＴＶ再送信工事、経費の一部助成）

補助申請手続き　契約準備・契約事務 端末装置の配置、
既存ＴＶの回収・廃棄

補助申請手続き　契約準備・契約事務 受信設備改修工事・調整

電波障害対策地域の対応措置（ＣＡＴＶ再送信工事、経費の一部助成）

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

8月 3月

当
初
計
画

12月 1月 2月7月 10月 11月

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月

結
　
果

9月
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事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 1

　国の補助制度に係る事業決定手続き等が大幅に遅れたため、当初予定していた事業スケジュールに遅れが生じた
ものの、補助制度の大幅な活用の結果、実質的に市財源を持ちだすことなく、当初２か年で整備を予定していた地デ
ジ対応ＴＶ等を平成21年度内に整備することができ、経済性に優れた事業執行を実現することができた。
　なお、電波障害地域への対応について、ＣＡＴＶによる再送信への切り替えは予定どおり完了した。しかし、受信設備
改修への一部補助については、対象世帯への個別説明を行ったが、地デジへの完全移行まで時間があることから実
績は無かった。平成22年度も引き続き説明等を行い、平成23年７月の地デジ完全移行による支障を生じないよう対応
を進める。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）　機器等の整備、設備の改修工事等であるため。

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　国の補助制度を活用することで、当初２か年で整備を予定していた地デジ対応ＴＶを平成21年度内で完了できる
見込みとなった。

（理由）　地上デジタル放送への対応は、平成21年度で基本的に完了する。今後は整備した機器等の学校での有効な利
活用を図るもの。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　地上デジタル対応ＴＶは当初２か年での整備を計画していたが、国の「学校ＩＣＴ環境整備事業」補助及び「地域活性化・経
済危機対策臨時交付金」を活用することにより、計画を前倒して平成21年度内に整備を完了できる見込みとなった。また、受
信設備改修も国補助を活用し、年度内に完了の見込み。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

事業NO. 807 事業名 地上デジタル放送の利活用② ≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

評価対象
事業名 学校校庭の芝生化事業の推進

教育部 総務課
3223内線施設係

24(27) 年度まで 当該事務に従事する実職員数 1.6 人または

10.教育費

5.校庭芝生化整備事業費

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　地球規模の環境問題が社会的に大きく取り上げられている現在、学校施設においても環境への負荷の低減に対応した
施設づくりが求められていることから、今後の学校施設の整備充実に資するため環境を考慮した施設整備に取り組む。

○

2.小学校費 4.学校建設整備費基本計画掲載 第６部 第４・２‐(２)‐②

学校における屋外運動場の芝生化・壁面緑化等の推進計画事業名

関連計画

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　平成21年度は、北野小学校の整備完了、第六中学校の設計完了及び第六中学校に芝生の維持管理組織を設立すること
を目標指標とする。
　また、第一小学校及び北野小学校の芝生の維持管理を行う。

　小・中学校において、ヒートアイランド現象の緩和や砂飛散防止を図るとともに、環境への負荷の尐なく快適な学校環境
づくりを創出するため、校庭芝生化等の施設整備を実施する。校庭の芝生化にあたっては、学校と地域の協働による維
持管理組織を設立するとともに、都補助事業の活用を図る。
　さらに、芝生化等を施した学校施設の事業効果を把握するため、気温及び湿度の観測を実施する。

始期 20 年度から

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　昨年度実施した第一小学校・北野小学校校庭芝生化事業を参考にして、児童の教育活動に極力支障をきたさない工事工
程となるよう工事を実施する。（設計に１年度、整備に１年度の期間をとり、充実した設計を行い、整備を円滑に行えるように
実施する。）

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　平成21年度は、北野小学校の整備、第六中学校の設計を実施する。
　また、第六中学校に芝生の維持管理組織を設立する。

事業NO. 808 事業名 学校校庭の芝生化事業の推進① ≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成

活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

(1)第一小学校の設計・整備、
北野小学校の設計
(2)第一小学校・北野小学校に
維持管理組織を設立

(1)北野小学校の整備
(2)第六中学校芝生化の設計
(3)第六中学校に維持管理組織を
設立
(4)第一小学校・北野小学校の維
持管理を開始

(1)北野小学校の整備
(2)第六中学校芝生化の
設計
(3)第六中学校に維持管
理組織を設立
(4)第一小学校・北野小学
校の維持管理を開始

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①第一小学校の設計・整備完
了、北野小学校の設計完了
②第一小学校・北野小学校に
維持管理組織を設立し、第一
小学校については整備完了
後、維持管理を開始。

①北野小学校の整備完了、第六
中学校の設計完了
②第六中学校に維持管理組織を
設立し、第一小学校・北野小学校
については維持管理を実施す
る。

①北野小学校の整備完
了、第六中学校の設計完
了
②第六中学校に維持管
理組織を設立し、第一小
学校・北野小学校につい
ては維持管理を実施

予算額 (千円) 70,624   79,621   79,621   
決算額 (千円) 66,256   68,368   

執行率 (％) 93.8% 85.9%

【契約準備】 【着手】 【学校の校庭芝生化整備】 【第六中学校】（設計） 【完了】

【契約準備】 【着手】 【北野小学校】（整備） 【完了】

【契約準備】 【着手】 【北野小学校】（維持管理） 【完了】

【契約準備】 【着手】 【第一小学校】（維持管理） 【完了】

【契約準備】 【着手】 【学校の校庭芝生化整備】 【第六中学校】（設計） 【完了】

【契約準備】 【着手】 【北野小学校】（整備） 【完了】

【契約準備】 【着手】 【北野小学校】（維持管理） 【完了】

【契約準備】 【着手】 【第一小学校】（維持管理） 【完了】

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）
　設計業務（第六中学校）については、芝生倉庫の建築確認関係の調整が長引いたため、委託期間延長の変更を行った。

3月

当
初
計
画

結
　
果

9月 10月 11月
年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 2月7月 8月 12月 1月
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　平成22年度以降の実施について、補助事業であることを前提に一層の財政面の軽減を図ることが望まれる。

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　学校校庭芝生化については、三鷹市の学校に適した新たな土壌基盤整備工法、芝種や芝張り工法の検討を行
い、工期短縮やコスト縮減に向け取り組む。また、公立学校運動場芝生化事業補助金（100％補助）を最大限活用するよ
う努力し、財政面の軽減を図る。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

（理由及び具体的内容）　実施設計業務・維持管理業務。

評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　芝生整備は、芝の生育や学校行事（夏はプール授業があるため、校庭の使用が尐ない）を考慮すると夏休み期間中が望
ましい。しかし、都補助金交付要項に、交付決定（５月下旪）まで設計・整備の契約ができない規定があるため、単年度での
設計・整備（夏休み期間中の整備）が困難になっている。そこで、円滑かつ効果的な設計・整備を行うため、次年度以降も、
設計に１年度、整備に１年度の期間を設けるよう計画する。また、東台小学校については、建替工事とあわせて校庭芝生化
整備を行うため、建替え事業の工期内に芝生化工事が完了するよう、建物本体工事と芝生化工事の適正な調整を行う。

コスト面

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

（理由）　学校施設の校庭芝生化率の向上を推進する。
成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

１ある・２ない・３その他

　重点的に取り組む課題とする。
　これまでに蓄積されたノウハウを生かし、一層の経費節減を図ること。

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

《事業の事後評価》

事
　
後
　
評
　
価

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

効率性・経済性に対する評価 2

　平成21年度学校の校庭芝生化事業は、第六中学校の設計及び北野小学校の整備が完了した。設計業務（第六中
学校）については、芝生倉庫の建築確認関係の調整が長引いたため、委託期間延長の変更を行った。また、整備（北
野小学校）については、芝生及び基盤等の設計変更を行い、結果工事費が減額となった。第六中学校に芝生の維持
管理組織が設立された。北野小学校では平成21年９月末に校庭芝生化工事が完了したので、平成21年10月から維
持管理組織を中心とした芝生維持管理が開始された。また、芝生化の事業効果を把握するため、気温及び湿度の観
測を開始した。平成22年度以降の学校校庭芝生化については、先行事例の評価・検討を行い、工期短縮やコスト縮
減に向け取り組む。また、公立学校運動場芝生化事業補助金（100％補助）を最大限活用するよう努力し、財政面の
軽減を図る。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

事業NO. 808 事業名 学校校庭の芝生化事業の推進② ≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）
完全給食実施校での委託実施状況（平成20年度現在）
区部　小学校853校中　委託実施539校（63.2％）　中学校392校中　委託実施322校（82.1％）
市部　小学校433校中　委託実施43校（9.9％）　中学校145校中　委託実施63校（43.4％）

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　平成21年度から委託を開始した第六小学校に学校給食運営協議会を設置する。各委託校において学校給食運営協議会
を年１～２回開催する。平成22年度も委託の拡大のための検討を行い、対象校を決定する。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　学校給食の内容の充実、給食を通した食育の推進等、学校給食の充実と、効率的な運営を図るため、委託拡大の対象校
を検討・決定する。委託対象校で説明会を開催し、保護者の理解を得ながら、平成22年度から委託を開始する準備作業を
行う。

3.学校衛生費

○

今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）
　今後も　「学校給食運営協議会」の検討や、試食会等を通じて保護者の理解を得ていく。それらを踏まえて、学校給食調理
業務の委託拡大を進めていく。

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　今後も、児童・生徒にとって安全でおいしい給食を提供するとともに、三鷹市立小・中学校における自校方式による学校
給食の充実と、効率的運営を図るため、「学校給食の充実と効率的運営に関する実施方針」に基づき、給食調理業務の
委託化を推進する。

当該事務に従事する実職員数 1 人または

学校給食調理業務の委託化の推進

行財政改革アクション２０１０

計画事業名

関連計画

2.小学校費3.中学校費10.教育費

2.学校給食関係費

基本計画掲載 第８部　第２・３－(5)－③

　学校給食調理業務の民間委託の実施状況について、「三鷹市学校給食調理業務委託検証委員会」で検証を行い、平
成20年６月にその検証報告書が提出された。その結果、安全でおいしい給食が提供され、概ね順調に運営されていると
の評価を得た。この報告を踏まえ、平成21年４月から新たに第六小学校で給食調理業務委託を開始しており、委託校は
計５校となった。今後も安全でおいしい給食を提供するため、委託する学校ごとに設置している「学校給食運営協議会」を
活用し、児童・生徒、保護者の意見も反映させながら、学校給食の充実を図る。今後も委託事業への理解を得ながら委
託拡大を進めていく。

始期 19 年度から 29 年度まで

評価対象
事業名 学校給食の充実と効率的運営

教育部学務課
3238内線保健給食係

事業NO. 809 事業名 学校給食の充実と効率的運営① ≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

・学校給食調理業務
委託検証委員会の設
置・検証
・学校給食運営協議
会の設置

・学校給食調理業務検証
委員会の開催
・学校給食運営協議会の
実施
・平成21年度の委託拡大
の検討、対象校の決定(六
小)

・学校給食運営協議会の
実施
・平成22年度の委託拡大
の対象校の検討・決定

・学校給食運営協議会の
実施
・平成22年度の委託拡大
の対象校の検討・決定
(中原小）

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①学校給食調理業務
委託の検証実施
②委託実施校での給
食運営の円滑な実施

①学校給食調理業務検証
委員会を１回開催
②学校給食運営協議会を
１回実施
①平成21年度の委託拡大
の検討、対象校の決定(六
小)

①平成22年度の委託拡
大の対象校の検討・決定
②学校給食運営協議会
を１～２回実施

①平成22年度の委託拡
大の対象校の検討・決定
（中原小）
②学校給食運営協議会
を１～２回実施

予算額(千円) 95,390   94,305   122,678   122,878   

決算額(千円) 94,166   94,132   122,730   
執行率(％) 98.7% 99.8% 99.9%

平成22年４月開始する委託校の準備作業

平成22年４月開始する委託校の準備作業（中原小）

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

年間の実施スケジュール
4月 5月 6月

当
初
計
画

3月8月
○学校給
食運営協
議会の開
催

○平成22
年度委託
開始の対
象校の決
定

○学校説
明会

○学校説
明会

9月 10月 12月 1月 2月

○学校給
食運営協
議会の開
催

11月

結
　
果

7月
○第六
小学校に
学校給
食運営
協議会
設置、開
催

○委託の
拡大につ
いて検討

○平成22
年度委託
開始の対
象校の決
定（中原
小）

○第六
小学校に
学校給
食運営
協議会
設置、開
催

○委託の
拡大につ
いて検討
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改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 1

　平成21年度から給食調理業務委託を開始した第六小学校に学校給食運営協議会を設置、６月に本協議会を開催し
た。次年度から委託を実施する学校の選定を行い、第五中学校区の残り１校である中原小に決定した。委託を開始す
るに当たり、中原小では、保護者への説明会を開催し、選定理由をはじめ、実施に向けた具体的な手順などを説明し
た。後、プロポーザル方式により業者を選定した。２月に委託実施校５校において、学校給食運営協議会を開催した。
その結果、一年間をとおして安全でおいしい給食が提供され、概ね順調に運営されていると評価された。なお、これま
での委託実施校においても経費削減効果が認められており、中原小においても同様の効果が見込まれる。
　今後も学校給食運営協議会などにより、学校給食調理業務委託の履行状況を見ながら、段階的に委託化を進めて
いく。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

主
管
課
評
価

　基本的には提案どおり実施する。
　保護者等への試食会の実施など、委託することの安心感を確立できるよう取り組むこと。

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

審
査
会
評
価

１ある・２ない・３その他

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

成果面

評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

コスト面

来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由及び具体的内容）　学校給食運営協議会などにより、学校給食調理業務委託の履行状況を見ながら、段階的に委
託化を進めていく。

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　平成21年度から委託を開始した第六小学校に学校給食運営協議会を設置し、６月に会議を開催した。給食内容について、
保護者、児童、教職員ともに概ね好評であった。今後、平成22年度の新規委託対象校の中原小で保護者説明会を開催し、
委託事業への理解を得ながら委託拡大を進めていく。給食調理業務を請け負うに相応しい民間業者等を選定するため、プ
ロポーザルを実施する。また、学校給食を活用した食育の推進も図っていく。

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　人件費等の経費が削減されるため。

（理由）　学校給食調理業務の委託化を進めることにより、学校給食の充実と効率的運営を図ることできる。

事業NO. 809 事業名 学校給食の充実と効率的運営② ≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

内線学務係

年度まで

10教育費

13総合教育相談窓口事業費教育支援プランの推進

1教育総務費 3教育指導費

○

基本計画掲載 第６部　第３ ・６-(１)-①②③

評価対象
事業名 教育支援プランの推進と教育支援学級の整備等

計画事業名

関連計画

教育部　学務課

3256

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入

　三鷹市教育支援プラン（三鷹市特別支援教育推進計画）に基づき、教育支援を推進し、あわせて、計画的に教育支援
学級を設置する。

　三鷹市教育ビジョン、三鷹市教育支援プラン（三鷹市特別支援教育推進計画）に基づき、三鷹市における教育支援を円
滑に推進するため、学校管理職、教員等への研修・講習会の実施や教育支援推進委員会等を開催して具体的な方針を
進め、福祉・保健・医療等関係機関との連携・協力を深める。また、教育支援学級の大規模化解消のため計画的設置を
図る。

始期 17 年度から 当該事務に従事する実職員数 2 人または

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

　昨年度の教育支援運営委員会部会で作成したガイドラインにより個別指導計画・個別の教育支援計画が適切に作成、活
用されるよう教育支援推進委員会を設置して小・中学校の達成状況を把握、検討する。また、スクールソーシャルワーカーを
配置して、教育と福祉・保健・医療等関係機関との円滑な連携を行う。教育支援学級(通級制)の大規模化解消のために、北
野小学校に教育支援学級を設置するための整備を行う。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　個別指導計画・個別の教育支援計画の適切な作成、活用のために、学校管理職、教員等への研修・講習会を実施し、児
童・生徒の保護者、市民への理解・啓発も継続するとともに、教育支援推進委員会を設置して各校の教育支援プラン達成状
況を把握、検討する。また、昨年度に引き続き、スクールソーシャルワーカーを１人配置し、家庭支援が必要な児童・生徒に
対する支援を、福祉・保健・医療等関係機関と連携しながら行う。教育支援学級（通級制）の大規模化解消のために、北野小
学校に教育支援学級を設置するための整備を行う。

今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

①教育支援推進委員会等を設置し、教育支援プランの小・中学校における推進状況の把握と検討を行う。
②スクールソーシャルワーカーを引き続き１人配置し、福祉・保健・医療等関係機関と連携しながら支援を行う。
③教育支援学級（通級制）の大規模化解消のために、北野小学校の施設整備を行い、教育支援学級の計画的設置を図る。

事業NO. 810 事業名
教育支援プランの推進と教育支援学級の整備等

①
≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

三鷹市教育支援プランを６
月に策定。
教育支援運営委員会等の
設置・運営。
学校管理職、教員等への
研修・講習会の実施。

教育支援運営委員会等の
運営等による教育支援プラ
ンの推進。
学校管理職、教員等への研
修の充実。学習指導員の増
員・充実。
七小・三中教育支援学級の
開設準備実施。

教育支援推進委員会による各
校の個別指導計画等の作成・
活用の把握と検討。
スクールソーシャルワーカーに
よる児童・生徒への連携支援。
北野小教育支援学級(通級制)
の開設準備実施。

教育支援推進委員会に
よる各校の個別指導計画
等の作成・活用の把握と
検討。
スクールソーシャルワー
カーによる児童・生徒へ
の連携支援。
北野小教育支援学級(通
級制)の開設準備実施。

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①三鷹市教育支援プラン
を６月に策定。①教育支援
運営委員会等の設置･運
営。
①学校管理職、教員等へ
の研修･講習会の実施

①教育支援運営委員会等
の運営等による教育支援プ
ランの推進。
①学校管理職、教員等への
研修の充実。学習指導員の
増員・充実。
①七小・三中教育支援学級
の開設準備実施。

①教育支援推進委員会による
各校の個別指導計画等の作
成・活用の把握と検討。
①スクールソーシャルワーカー
による児童・生徒への連携支
援。
①北野小教育支援学級(通級
制)の開設準備実施。

①教育支援推進委員会
による各校の個別指導計
画等の作成・活用の把握
と検討。
①スクールソーシャル
ワーカーによる児童・生
徒への連携支援。
①北野小教育支援学級
(通級制)の開設準備実
施。

予算額(千円) 64,400   76,144   67,902   64,826   
決算額(千円) 60,844   70,346   61,637   
執行率(％) 94.5% 92.4% 95.1%

推進委員会等の設置・開催、学校管理職等教員の研修･講習会

推進委員会等の設置・開催、学校管理職等教員の研修･講習会

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

3月9月7月 12月 1月 2月

結
　
果

教育支援学級の設置・施設改修 教育支援学級設備等開設準備
（北野小学校）

当
初
計
画

（北野小学校）

（北野小学校） （北野小学校）

8月 11月

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 10月

教育支援学級の設置・施設改修 教育支援学級設備等開設準備
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主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　小・中学校の教育支援の達成状況は、概ね計画通りに進んでいる。しかし、個別の教育支援計画、個別指導計画は、保護
者との共通理解が必要であり、また教育支援に対する市民への理解・啓発を進める必要がある。スクールソーシャルワー
カーの活用をさらに進める。教育支援学級の設置は、大規模化の解消とともに、小・中一貫教育の観点も考慮し計画的設置
を図る。

来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由及び具体的内容）　総合教育相談窓口の各事業及び小・中学校の教育支援のあり方について、成果と課題を踏ま
えて教育ビジョンとの整合を図りながら検討していく。

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について １ある・２ない・３その他

評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

《事業の事後評価》

国の委託事業から補助事業となったことを踏まえ、スクールソーシャルワーカーの継続配置について十分検討する必要
がある。

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　教育支援学級を計画的に設置して、既存学級の大規模化解消を進めるが、経費の一層の節減を図る。

（理由）　計画的に体制を整えることによって、全教職員の理解のもとに、一人ひとりの教育的ニーズに応える教育支援を
充実させることができる。教育支援学級を計画的に設置することにより、既存学級の大規模化が解消する。

成果面

コスト面

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
　重点的に取り組む課題とする。
　教育支援学級の計画的設置の必要性は認めるが、財政状況等を勘案し今後の設置時期を十分検討すること。
　なお、スクールソーシャルワーカーの配置については、国の委託事業から補助事業となったことから、サンセット事業で
あることを踏まえ、今後のあり方を検討すること。

主
管
課
評
価

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　三鷹市教育支援プランの推進については、教育支援推進委員会を設置し、小・中学校における推進状況の把握と検
討を行うなど、概ね当初の計画どおり進捗した。スクールソーシャルワーカーを引き続き配置し、市福祉・保健部門、
医療等関係機関と連携しながら、支援を行うことができた。北野小学校の教育支援学級（通級制）の開設準備につい
ては予定どおり実施した。平成22年度も引き続き教育支援プランを推進するために個別指導計画・個別の教育支援
計画の適切な活用のための研修会等を実施する。さらに教育支援推進委員会を引き続き設置し、各校の教育支援プ
ラン達成状況の把握と課題の検討を行う。スクールソーシャルワーカーを引き続き配置してその活動の実績について
検討と改善を進める。教育支援学級の大規模化の解消のため、平成23年度４月に第七中学校に教育支援学級（固定
制）を開設するために２学級規模の整備と施設改修を行う。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

審
査
会
評
価

（特記意見）　スクールソーシャルワーカーの配置については、国の委託事業から補助事業となったことからサンセット
事業であることを踏まえた今後の検討を行うこと。

事業NO. 810 事業名
教育支援プランの推進と教育支援学級の整備等

②
≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

評価対象
事業名 総合スポーツセンター（仮称）の建設の検討

教育部 総合スポーツセンター建設準備室
3320内線

計画事業名

関連計画

10.教育費
02.総合スポーツセンター（仮称）建設準備関係費

　「三鷹市都市再生ビジョン」の市民センター周辺の基本プランにおける「スポーツ・健康づくり拠点」として、総合スポーツ
センター（仮称）の整備手法及び建設計画の見直し、建設準備について検討を進める。

始期 6 年度から 22 年度まで

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　健康・長寿社会の実現を目指して、スポーツを中心とした総合的な健康づくり推進の拠点となる総合スポーツセンター
（仮称）建設の検討を行う。

05.保健体育費 04.体育施設整備費

○

基本計画掲載 第７部 第２ ・４-(１)-①

総合スポーツセンター（仮称）の建設の検討・見直し

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

　兵庫県加古川市立総合体育館はＰＦＩ方式導入により、平成17年４月に供用開始した。

当該事務に従事する実職員数 0.1 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　市民センター周辺地区の整備基本プランの検討にあわせて、総合スポーツセンター（仮称）建設計画の見直しを検討する。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　整備手法、建設計画の見直しなどの調査・研究のため、都市再生推進本部のもとに「市民センター周辺地区再生推進チー
ム・検討部会」を設置し検討を進める。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　市民センター周辺地区の整備基本プラン検討にあわせて「総合スポーツセンター（仮称）」建設計画の見直しを検討する。

事業NO. 811 事業名 総合スポーツセンター（仮称）の建設の検討① ≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

整備手法、建
設仕様などの
情報収集

整備手法などの
情報収集

整備手法、建設計画の見
直しのための検討部会を
設置し検討を進める

市民センター周辺地区整
備基本プランの検討・策
定
(市長部局と連携）

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①整備手法、
建設仕様など
の情報収集

①整備手法など
の情報収集

①検討部会の設置
①総合スポーツセンター
（仮称）建設計画見直しの
検討

①市民センター周辺地区
整備基本プランの検討・
策定
（市長部局と連携）

予算額(千円) 1,000   1,000   1,000   1,000   
決算額(千円) 0   0   0   
執行率(％) 0.0% 0.0% 0.0%

○市 民セ ンター周辺 地区 整備 に関 する基本 的な考 え方の 議会 報告
基 本プラン策 定(案)の 議会報 告○ 基本 プラン策 定○

○ 庁内 での 検討
体 育協会 、スポーツ振興 審議 会な どか らのヒアリング

都市 再生 推進 本部を中 心とした個 別の 都市 再生 プロジェ クトの推 進 パ ブリックコメント

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）
　市長 部局 と連 携し、市民 センター周 辺地 区再 生推 進チームの 検討 部会 ・作業 部会 、推 進部会 の検 討に加わ った。 基本 プランの 中間
報告 的な位 置付 けとなる「市 民セ ンター周辺 地区 整備 に関 する基本的 な考 え方」を取 りまとめた後 、体 育協会 、体 育指 導委員 協議 会、
スポーツ振 興審 議会 などへの 説明 、ヒアリング等を行った。 基本 プランは、パ ブリックコメントを経て、 ３月 に確 定された 。

当
初
計
画

結
　
果

12月7月 8月

年間 の実施 スケ ジュール

4月 5月 6月 3月1月 2月9月 10月 11月

総合ス ポーツセ ンター（仮 称）の 整備 手法 ・建設 計画 などの 調査・研究 （検討 部会 ）総合ス ポーツセ ンター（仮 称）の 整備 手法 ・建設 計画 などの 調査・研究 （検討 部会 ）
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１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　都市再生推進本部のもとに設置された「市民センター周辺地区再生推進チーム・検討部会」に加わり、「スポーツ・健康づく
り拠点作業部会」の場で積極的な議論を行い、他の部会の議論とあわせて「市民センター周辺地区整備に関する基本的な
考え方」が取りまとめられた。今後は、適宜スポーツ関係機関・団体等にこれを示し、意見・要望等の適切な把握に努め、施
設整備基本プラン策定に可能な限り反映させる必要がある。これに伴い、従来の総合スポーツセンター（仮称）建設計画を
見直し、スポーツ・健康づくり、防災など多機能施設を整備することを明確にしたうえで、関係部課との協議については引き
続き都市再生推進本部と連携しながら行う。なお、本事業の進捗のため、土地所有者との合意形成、ＵＲ都市機構との事業
連携に関する調整が重要である。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）  市民センター周辺地区整備事業の進捗により、平成22年度は都市再生推進本部関係費により事業推進を図る
こととしており、教育費での予算措置は行わないため。

（理由）  市民センター周辺地区整備事業については、平成22年度に基本設計が進められることから、事業化に向けた取
り組みは一層の具体性を帯びて推進することとなるため。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容） 　市長部局と連携する中で、体育協会、体育指導委員協議会、スポーツ振興審議会等との協議
を通じた協働の機会を設ける予定である。

　重点的に取り組む課題とする。
　都市再生本部の取り組みの中で調整を図ること。

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　市民センター周辺地区整備基本プランの策定に向けた取り組みの中で、東京多摩青果㈱三鷹市場跡地での事業に
あわせて健康・スポーツの拠点が整備される方向性を示すことができたのは、大きな成果である。また、検討過程に
おいては、体育協会、体育指導委員協議会、スポーツ振興審議会など関係団体、審議会等へも適宜情報を提供し、
意見・要望の把握に努めた結果、井口地区での総合スポーツセンター（仮称）計画の見直しについて、関係者等の理
解を得ることができた。今後も市長部局と連携しながら、関係団体等との連携・協力関係もさらに深めていく。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

事業NO. 811 事業名 総合スポーツセンター（仮称）の建設の検討② ≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間当該事務に従事する実職員数

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入

始期

10教育費 ４社会教育費

年度まで

12南部図書館(仮称）建設準備関係費

4図書館費

人または

○

　新川・中原地域に整備する予定の南部図書館（仮称）について、財団法人アジア・アフリカ文化財団（ＡＡ財団）との協働
により、特色ある地域図書館として計画期間内の整備に向けた基本プランの作成に取り組む等、検討を進める。

0.8

評価対象
事業名 南部図書館（仮称）の整備に向けた検討

教育部図書館
3355内線図書サービス係

基本計画掲載

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　ＡＡ財団の公益法人認定のゆくえを見守りながら、基本プラン作成の検討を進める。
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　ＡＡ財団との覚書を踏まえ、ＡＡ財団との協働による南部図書館（仮称）の整備に向けて検討を進める。具体的には、ＡＡ
財団との合意後に、南部図書館（仮称）の整備に向けた施設、機能、管理運営形態、図書館サービスのあり方等、新しい
図書館づくりに向けて基本プラン作成の検討を進める。

関連計画

19 年度から

第７部　第１-２・２-(1)-①

南部図書館（仮称）の整備計画事業名

　南部図書館（仮称）の整備計画に係る基本プラン作成の検討。

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

　南部図書館（仮称）の整備計画に係る基本プラン作成の検討。

事業NO. 812 事業名 南部図書館（仮称）の整備に向けた検討① ≪重点管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

調査・研究(５
回）

基本プラン作成
の検討

基本プラン作成に向けて
の検討

基本プラン作成に向けて
の検討

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①図書館内に
おける調査・研
究
②ＡＡ財団と覚
書を締結

①基本プラン作
成の検討

①基本プラン作成に向け
ての検討

①基本プラン作成に向け
ての検討

予算額(千円) 220   2,500   2,500   2,500   
決算額(千円) 0   0   0   
執行率(％) 0.0% 0.0% 0.0%

基本プラン作成の検討

ＡＡ財団との協議・情報交換

ＡＡ財団との協議・情報交換

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

3月8月7月

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 2月9月 10月 1月

当
初
計
画

12月11月

結
　
果

事業NO. 812 事業名 南部図書館（仮称）の整備に向けた検討② ≪重点管理事業≫ 教育委員会



213 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2

2

1

1

2

2

2

2 2

《事業の中間評価》

　国の公益法人改革に伴うＡＡ財団の公益法人認定の遅れにより、南部図書館（仮称）の整備のための基本プラン作成に向
けての検討が遅れているが、ＡＡ財団の動きにあわせて直ちに検討に着手できるよう準備を進める。

（理由）　公益法人認定のゆくえを見守りながら、基本プラン等作成を進める。

コスト面

（特記意見）
改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

１ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向

事
　
後
　
評
　
価

中
　
間
　
評
　
価

成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

評価

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）

（理由及び具体的内容）　財団との協働により南部図書館（仮称）の取り組みを進めるため。

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

《事業の事後評価》

１ある・２ない・３その他

　重点的に取り組む課題とする。

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

１高(特別の成果あり）・２中・３低

審
査
会
評
価

主
管
課
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし

効率性・経済性に対する評価 2

　　南部図書館（仮称）の整備に向けた検討については、基本プランの作成には至らなかったものの、平成21年度にＡ
Ａ財団の公益法人認定に向けた方向性が出されるなど、次年度以降につながる協議を行った。今後も引き続き、ＡＡ
財団及び市と情報交換を密にしつつ、基本プランの作成に向けた検討を進めていく。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

成果に対する評価

事業NO. 812 事業名 南部図書館（仮称）の整備に向けた検討② ≪重点管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

　非常勤講師等用として、教員用パソコンの追加導入、配置を行う。
　校務事務支援システム及びＳＮＳ研修の実施、サポートの充実を図る。
　ＳＮＳの利活用により、地域・家庭・学校間の連携強化を図る。
他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 0.8 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）
　一人１台を目標として教員用パソコンを配置したが、非常勤講師等の利用分が不足することから追加配置を行う。
　平成20年度に導入した校務事務支援システムの利活用に向け、教員向けの研修等の充実を図る。
　また、学校版ＳＮＳについては、地域ＳＮＳ（ポキネット）の運用実績を踏まえ、運用管理体制の整備と関係者への操作方法
の説明等サポート体制を整備する。
今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　非常勤講師等用として、教員用パソコンの追加配置を行う。（各校２台、計44台）
　校務事務支援システムの利活用のため、教員対象の操作研修の実施及びサポート体制を整備する。
　学校版ＳＮＳの運用管理体制の整備を行うとともに、各校の関係者への操作方法等の説明をはじめとする利活用に向けた
支援を行う。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　市立小・中学校教職員等へのパソコンの配置拡充を図る。平成19・20年度に教員一人１台を目標として配置したが、講
師等を対象に追加配置を行う。また、校務事務用ソフトの積極的な利活用に向けて、同ソフトの操作研修等を行う。
　また、地域・家庭・学校との間の情報交流の場として、地域ＳＮＳの利活用体制を整備する。

01教育総務費　他 03教育センター費　他基本計画掲載 第6部第3・4-(1)-④,8-(6)-①

教員用コンピュータの整備、教育ネットワークの充実計画事業名

関連計画

10教育費
教育ネットワークセンター管理運営費　他（小学校費・中学校費）

　教員用ノートパソコンを各校２台、計44台の追加配置を行う。
　校務事務支援システムの利活用に向けた教員対象の操作研修を実施する。
　地域・家庭・学校との間　小・中一貫教育の一層の推進とこれをささえるコミュニティ・スクールの取り組みの推進を図る
ため、地域と学校との間の情報交換の場としての平成19年度ユビキタス･コミュニティ推進事業で整備したＳＮＳの利活用
に取り組む。

始期 20 年度から 25 年度まで

評価対象
事業名 教育ネットワークの利活用の推進

教育部総務課
3250内線教育センター

事業NO.813 事業名 教育ネットワークの利活用の推進① ≪部内管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

教員用パソコンの導入、校
務処理ソフトウェア・グルー
プウェアの導入・一部稼働、
教育ネットワークの環境整
備の実施、ＳＮＳの利活用
の検討

非常勤職員等を対象にＰＣの
追加導入
校務処理用ソフトウェア及びＳ
ＮＳ研修の充実
教育ネットワークの環境整備
の推進

非常勤職員等を対象にＰ
Ｃの追加導入
校務処理用ソフトウェア
及びＳＮＳ研修の充実
教育ネットワークの環境
整備の推進

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①教員用パソコンの一人１
台整備
①校務処理ソフトウェア・グ
ループウェアの導入・一部
稼働及び研修の実施
①教育ネットワークの環境
整備の実施
②ＳＮＳの利活用の検討

①教員用パソコンの追加配置
（配置台数44台）
①校務ソフト・ＳＮＳ操作研修
の実施
②ＳＮＳ利用の推進による地
域・家庭・学校間の連携強化

①教員用パソコンの追加
配置（配置台数44台）
①校務ソフト・ＳＮＳ操作
研修の実施
②ＳＮＳ利用の推進によ
る地域・家庭・学校間の
連携強化

予算額(千円) 51,011   93,280   86,179   
決算額(千円) 28,400   81,740   
執行率(％) 55.7% 94.8%

▼
契約準備 契約 ＰＣ等整備・調整、説明等 ＰＣ等の利用

校務システム研修 （段階的利用） 校務システムの利活用

学校ＳＮＳ運用体制の整備 （段階的利用） 学校ＳＮＳの利活用

契約手続・ＰＣ等整備 ＰＣ等の利用

校務システム研修（段階的利用） 校務システムの利活用

学校ＳＮＳ運用体制の整備（段階的利用） 学校ＳＮＳの利活用

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

12月 1月7月 8月
年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 3月

当
初
計
画

結
　
果

9月 10月 11月 2月
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2 1

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　国の学校ＩＣＴ整備補助事業との調整を図ることから、教員用ＰＣの配置が遅れたが、予定台数を各校に配置するこ
とができた。また、校務事務支援システムは事業者とも連携し、運用保守（ヘルプデスク）体制を整備、各校において
順次利活用を進めた。学校ＳＮＳについては、これらの整備とあわせて、学校からの問い合せ等への対応体制を整備
し、地域版ＳＮＳと連携を図りながら、順次利活用を進めた。
　平成22年度以降は、これらの成果を生かし、各校での利活用を進める。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）　機器保守、運用等については、専門的な知識・技能等を必要とするため、業務の委託を予定し
ている。

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　平成21年度に整備した機器の賃借料が通年化されることによる増。

（理由）　整備した機器、システム等の利活用が進む。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　非常勤講師等用として配置を計画したパソコンの整備は、今年度に入って文部科学省から示されたスクールニューディー
ル構想（学校ＩＣＴ環境整備）との調整のため、発注時期が当初予定より遅くなっている。
　また、校務事務支援システムは１学期中に各校の教員向けの研修を実施し、段階的に利用を開始した。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

事業NO.813 事業名 教育ネットワークの利活用の推進② ≪部内管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　幼稚園・保育園と小学校との連携教育の推進として　①三鷹市における幼稚園・保育園と小学校との連携推進委員会の設
置　②実施方策の検討・充実　③プレスクール（就学前教育）のモデル校実施（11校）　④認証保育所に対する説明会の実
施。

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 1 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　　「三鷹市における幼稚園・保育園と小学校との連携推進委員会」を設置して、平成20年度のモデル事業を検討し、幼稚
園・保育園と小学校とのスムーズな接続ができるための連携事業を推進する。平成22年度全校実施に向けてこの事業に対
する理解の周知と、小学校の年間計画への位置づけについての調整を行う。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　三鷹市における幼稚園・保育園と小学校との連携推進委員会において検討された相互交流と連携のあり方に基づきプロ
グラムの充実を図り、モデル事業を11校に拡大して行う。認証保育所との連携を検討する。

10教育費

13総合教育相談窓口事業費

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入

　三鷹市教育ビジョンに基づき、小学校入学前後の移行期を円滑で実り多いものとするため、関係機関が協力できる体
制を確立し、三鷹市における幼稚園・保育園と小学校との相互連携と交流を進める。

1教育総務費 3教育指導費

○

基本計画掲載 第６部　第３ ・８-(５)-①

幼稚園・保育園と小学校の連携教育の促進計画事業名

関連計画

　小学校校長会、私立幼稚園協会、私立保育園長会、健康福祉部子育て支援室、生涯学習課、指導室、学童保育員、小
学校ＰＴＡ、幼・保・小連携事業推進地区連絡会の各代表及び教育委員会事務局職員を委員とする「三鷹市における幼
稚園・保育園と小学校との連携推進委員会」を設置して、平成20年度のモデル事業を検討し、幼稚園・保育園と小学校と
のスムーズな接続ができるための連携事業を企画運営するとともに、モデル事業を拡大し11校で実施する。

始期 18 年度から 22 年度まで

評価対象
事業名 幼稚園・保育園・小学校の連携教育の推進

教育部　学務課

3291内線学務係

事業NO. 814 事業名 幼稚園・保育園・小学校の連携教育の推進① ≪部内管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

幼・保・小の連携推
進委員会及び実務
者会議設置。モデ
ル事業（３校）実施。

幼・保・小の連携推進委
員会を開催。モデル事業
（３校）の検討及びモデ
ル事業（８校）の実施。

幼・保・小の連携推進委
員会を開催しモデル事業
(８校）の検討。モデル事
業（11校）の実施。平成22
年度全校実施に向けた
調整及び具体案のまと
め。

幼・保・小の連携推進委
員会を開催。モデル事業
を３校拡大し11校地区で
実施。平成22年度全校実
施に向けた調整及び具体
案のまとめ。

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

幼・保・小の連携検
討委員会報告書提
出。
②モデル事業（３
校）を実施。

①幼・保・小の連携推進
委員会を開催。
②モデル事業（８校）を
実施

①幼・保・小の連携推進
委員会において全校実施
案を作成。
②モデル事業（11校）の
実施

①幼・保・小の連携推進
委員会において全校実施
案を作成。
②モデル事業（11校）の
実施

予算額(千円) 215   340   202   202   
決算額(千円) 161   196   138   
執行率(％) 74.9% 57.6% 68.3%

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

三鷹市に
おける幼
稚園・保
育園と小
学校との
連携推進
委員会設
置

幼･保・小
連携事業
推進地区
連絡会実
施（11校）

講演会
実施

幼･保・小
連携事業
推進地区
連絡会実
施（11校）

モデル事
業実施
（11校）

講演会実
施

1月 2月

三鷹市に
おける幼
稚園・保
育園と小
学校との
連携推進
委員会設
置

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 7月 8月
幼･保・小
連携事業
推進地区
連絡会実
施（11校）

幼･保・小
連携事業
推進地区
連絡会実
施（10校）

3月

当
初
計
画

結
　
果

9月 10月 11月

幼･保・小
連携事業
推進地区
連絡会実
施（11校）

幼･保・小
連携事業
推進地区
連絡会実
施（1校）

12月

講演会実
施

モデル事
業実施
（11校）

講演会実
施

幼･保・小
連携事業
推進地区
連絡会実
施（11校）
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1 1

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　平成21年度三鷹市における幼稚園・保育園と小学校との連携推進委員会の協議を踏まえて、モデル事業を11小学
校の連携地区連絡会に拡大して実施し効果があった。幼稚園、保育園、保護者から、実施について概ね評価する声
があった。平成22年度は、全15小学校、17幼稚園、22保育園、全学童保育所に拡大して全市的に実施する予定であ
る。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　連携事業実施校が拡大するため給食体験及び連携説明会にかかわる費用が増加する。新たに「新１年生のし
おり」作成のための印刷費が必要となる。

（理由）　本年度11小学校地区において連携事業を実施したが次年度は全15小学校地区で実施する。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由及び具体的内容）　私立幼稚園・保育園との連携・協働。

１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　連携する幼稚園・保育園数の多い連携推進地区では、大きな負担とならないような実施方法の工夫が必要である。また、
小学校教諭の幼保小連携にかかわるための体制づくり等が課題である。連携事業を充実させるために、小学校教員の研修
の中に連携事業を位置付ける等、指導室と連携し検討する。児童が幼稚園・保育園と小学校の段差で戸惑っている姿を幼・
保・小の立場で分析し、滑らかな移行をめざして、学校における生活習慣の連携プログラムの作成を進める。さらに保護者
の不安に対する情報提供として「新一年生のしおり」を作成する。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

事業NO. 814 事業名 幼稚園・保育園・小学校の連携教育の推進② ≪部内管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　国体準備委員会等の組織づくりにあたっては、できるだけ広範囲な関係団体の代表者を委員に委嘱し、準備段階から協力
が得られるような体制づくりを目指す。

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

　平成21年度国体準備室設置自治体　立川市、福生市、瑞穂町。

当該事務に従事する実職員数 0.5 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　国体の開催は、地域スポーツの普及振興をはじめ、三鷹市の地域活性化などを推進する機会でもある。国体準備委員会
等の組織づくりにあたっては、市内の各界各層の参画を得て、準備段階から協力が得られるような体制づくりを目指す。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　国体準備委員会を設立する。また、庁内体制として、専任の担当課の設置や庁内の横断的な推進体制の確立を図ってい
く。

10教育部

０５東京国体推進関係費

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　平成25年の第68回国民体育大会の開催に向けて、競技団体、関係機関と調整を図り、国体準備委員会の組織づくりを
進めるとともに、広く市民への周知を行う。

05保健体育費 01保健体育総務費

○

基本計画掲載 第7部 第2・2－(4)－①

東京国体開催に向けての準備体制の確立計画事業名

関連計画

　東京国体では、三鷹市としてサッカー、ソフトボール、アーチェリーの３競技を担当するため、関係部署や機関との連携
を図って国体準備委員会等を設立し、運営体制の確立を図る。

始期 20 年度から 25 年度まで

評価対象
事業名 東京国体の推進

教育部スポーツ振興課
3321内線施設係

事業NO. 815 事業名 東京国体の推進① ≪部内管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

発起人会の設立 国体準備委員会の設立 国体準備委員会の設立

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①発起人会の設
立①国体開催地
への視察

①国体準備委員会の設
立②国体準備委員会を
年2回程度開催する。

①国体準備委員会の設
立

予算額(千円) 310   2,722   2,722   
決算額(千円) 247   2,339   
執行率(％) 79.7% 85.9%

　 国体準備委員会の設立及び委員会の開催

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 3月8月 12月9月

当
初
計
画

結
　
果

　当初計画では準備委員会設立後、常任委員会を開催する予定であったが、東京都並びに他市の状況等を踏まえ、委員会開催は時
期尚早と判断した。

1月 2月10月

10/28
国体準備
委員会設
立

11月7月
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事
　
後
　
評
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効率性・経済性に対する評価 2

　第68回国民体育大会三鷹市準備委員会を10月28日に設立した。準備委員会の人選については、平成22年度設立
する実行委員会を視野に入れ、また、平成25年の国体開催時における状況を想定のうえ、広範囲の関係団体の代表
者に委嘱した。当初計画では準備員会設立後、常任委員会を開催する予定でいたが、東京都並びに他市の状況等を
踏まえ、委員会開催は時期尚早と判断した。今年度は実質的な開催準備というよりも、三鷹市で担当する競技種目の
紹介や体験を通して周知に努めた。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）　平成22年度は、国体実行委員会を設立し、国体開催に向けての企画運営をしていく。

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　庁舎内に「(仮称）国体準備室」を設置するとともに、国体開催に向けて国体実行委員会を設立する。

（理由）　国体開催に向け、各界各層から選出される委員で構成する実行委員会を設立することで、国体への機運が高ま
り、地域スポーツの普及振興をはじめ、活力ある地域づくりや人づくりを推進する良い機会である。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　10月に設立する国体準備委員会は、平成22年度には実行委員会に改組、拡大されることを視野に入れ、平成25年の国体
開催時における状況を想定のうえ、できるだけ広範囲の関係団体の代表者を委嘱し、運営体制の確立を図った。また、国体
の開催準備は、今後、業務量が膨大で多岐にわたるため、独立した国体準備業務を担当する「（仮称）国体準備室」の設置
と、庁舎内の関係部署を調整する横断的な庁内推進体制の確立と支援が望まれる。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

事業NO. 815 事業名 東京国体の推進② ≪部内管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

評価対象
事業名

武蔵野（野川流域）水車経営農家・大沢二丁目古民家
（仮称）の整備　【①武蔵野（野川流域）水車経営農家】

教育部生涯学習課

3314内線生涯学習・文化財係

　敷地内に貯水槽を埋設し、水循環方式により水車及び水車機構を稼働させるため、水車補修設計・工事、水輪交換工
事、水路補修設計工事等を実施する。貯水槽設置及び配管工事等は緑と公園課が実施する。

始期 21 年度から 年度まで

計画事業名

関連計画

教育費

武蔵野（野川流域）の水車経営農家関係費

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入

　「武蔵野（野川流域）の水車経営農家」は東京都指定有形民俗文化財であり、武蔵野地域を代表する貴重な文化遺産
である。エコミュージアム事業を推進させるとともに、伝統的な生活文化や技術を次世代の市民に継承していくため、水
車及び水車機構を水力で稼働させ、水車が回っていた往時の姿を再現する。

○

社会教育費 社会教育総務費基本計画掲載 第7部第3・4-（２）-①

武蔵野（野川流域）水車経営農家整備・公開事業の拡充

緑と水の基本計画

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 0.5 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　水車経営農家保存・活用整備委員会からの提言の実現に向け、全体的な整合性を図るため、関係４課（生涯学習課、緑と
公園課、公共施設課、下水道課）でスケジュール調整等連携を図りながら実施する。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

１.水車及び水車機構を稼動することに伴う補修設計・工事を実施する。
２.動力源である水を流す水路の補修設計・工事を行う。
３.電動製粉機器の記録調査を行う。
４.公開に向け未調査である物置小屋（入り口右側）の調査を行う。
このため今年度の一般公開は９月末までとし、10月から３月までは工事期間とする。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　平成22年度の水車及び水車機構動態保存工事及び一般公開再開に向けた諸準備を行う。
　水車解説員の連絡会、視察見学、研修を実施する。

事業NO. 816 事業名
武蔵野（野川流域）水車経営農家・大沢二丁目古民家（仮
称）の整備　【①武蔵野（野川流域）水車経営農家】①

≪部内管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

水車公開業務
委託、水車解
説員等

母屋修復工事、
見学会、水車動
態保存調査、保
存活用整備委員
会提言、200周年
記念事業

１ 水車及び水車機構動
態保存補修整備設計・工
事
２ 水路補修設計・工事
３ 電動製粉機器記録調
査
４ 物置小屋調査

１ 水車及び水車機構動
態保存補修整備設計・工
事
２ 水路補修設計・工事
３ 電動製粉機器記録調
査
４ 物置小屋調査

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①文化財修復現
場見学会実施
②200周年記念
事業実施

①水車及び水車機構動
態保存及び一般公開再
開に向けた諸準備
②水車解説員連絡会・視
察・研修

①水車及び水車機構動
態保存及び一般公開再
開に向けた諸準備
②水車解説員連絡会・視
察・研修

予算額(千円) 3,692   15,306   36,151   36,151   
決算額(千円) 3,522   12,194   28,164   
執行率(％) 95.4% 79.7% 77.9%

水路調査・水路実施設計 水車及び水車機構・水路工事・ビデオ収録
動態保存実施設計
物置小屋調査 埋蔵文化財調査

安全体制の見直し及び水車等の維持管理方法の検討
解説員連絡会

○解説員連絡会 ○解説員連絡会 ○解説員連絡会 ○解説員視察 ○解説員研修 ○
電動機器記録調査

水路調査・水路実施設計 水車及び水車機構設計施工・水路工事・ビデオ収録
埋蔵文化財調査

物置小屋調査

安全体制の見直し及び水車等の維持管理方法の検討
解説員連絡会

○解説員連絡会 ○解説員連絡会 ○解説員連絡会 ○解説員視察 ○解説員研修 ○
電動機器記録調査

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

3月12月8月 11月7月

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 2月

結
　
果

9月 10月

当
初
計
画

1月
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1
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1 1

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　施工業者と関係各課で調整した結果、同時並行的に複数工事を進め、概ね予定どおりに工事は終了した。貯水槽
からの水循環による水車の稼働は、かつて野川の水で稼働していた当時の水車の姿を蘇らせるものとなった。今後
は一定のランニングコストが見込まれるが、貴重な文化財として高い評価が見込まれる。次年度は、秋の一般公開再
開時の記念式典の実施、安全性の確保のため管理運営業務の委託や水車解説員等の養成に取り組む。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

　重点的に取り組む課題とする。
改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

（理由）　来年度から新たに水車機構の稼働を開始し一般公開を実施するため、見学者数の増加や市民の伝統的生活
文化の伝承と理解に質的充実が見込まれる。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

１ある・２ない・３その他

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）　公開管理運営業務を受託する民間機関や水車市民解説員、大沢の里に係わる市民等との委
託・協働等の可能性がある。

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
【課題】　水車機構の水循環式動態保存工事は、新設の貯水槽・配水管から、既存の水車機構・排水路まで、動力源として
の水の円滑な循環による水力の確保が必要であり、他に例のない工事であることから、関係４課（生涯学習課、緑と公園
課、公共施設課、下水道課）との一体的対応により実施する。
【次年度の改善・改革方向】　水車機構動態保存記念式典を実施し、水車機構動態保存・稼働による一般公開再開を市民に
アピールするとともに、水車機構の動態保存・稼働時の取り扱いやメンテナンス、安全対策の充実を図る。水車機構動態保
存・稼働に伴う一般公開には、一定の現場管理責任や専門能力等が必要とされることから、公開管理運営業務に必要な知
識・技術を習得する必要がある。消火設備の導入を検討する。

コスト面

《事業の事後評価》

　平成22年秋の水車経営農家の公開に向け、設置条例の制定や管理運営体制の検討について取り組む必要がある。ま
た、市制60周年事業との連携を検討すべきである。

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　本年度に水車動態保存工事等ハード面での整備を行ったことに対し、来年度は施設の維持管理等ソフト面での
整備を行うため。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

事業NO. 816 事業名
武蔵野（野川流域）水車経営農家・大沢二丁目古民家（仮
称）の整備　【①武蔵野（野川流域）水車経営農家】②

≪部内管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 ○ 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間年度から 24 年度まで

評価対象
事業名

武蔵野（野川流域）水車経営農家・大沢二丁目古民家
(仮称）の整備　【②大沢二丁目古民家（仮称）の整備】

教育部生涯学習課
3314内線生涯学習・文化財係

0.5 人または

教育費

大沢二丁目古民家（旧箕輪家）関係費

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　三鷹市有形文化財に指定された大沢二丁目古民家(仮称）は、隣接地にはわさび田があり、湧水を利用して生活してき
たこの地域の特徴を残しており、市内に現存する民家の好例である。エコミュージアム事業を推進させるとともに、一般公
開することで伝統的な生活文化や技術を次世代の市民に継承していくための整備を行う。

社会教育費 社会教育総務費基本計画掲載 第7部第3・4-(2)-②

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

大沢二丁目古民家(仮称)整備事業の実施

三鷹市緑と水の基本計画

計画事業名

関連計画

　老朽化した古民家を創建当時（1902年）の姿に修復するため、現状保全管理を実施する中で、平成21年度は地盤調査
及び復原修理基本設計を実施する。平成22年度は、復原修理実施設計を行う。平成23年度は復原修理工事を実施す
る。平成24年度から、一般公開を実施する。エコミュージアムのサテライト施設として、大沢の里にある「水車経営農家」
「わさび田」「水田」「出山横穴墓」等の社会資源との連携を図りながら、市民等との協働による施設の一般公開等を目指
して整備する。

始期 21 当該事務に従事する実職員数
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　平成24年度の一般公開に向けた管理運営体制について検討する。
　文化財保護審議会等で今後の活用方法についての検討を行う。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　老朽化した古民家を創建当時（1902年）の姿に修復するための地盤調査及び復原修理基本設計を実施する。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　地盤調査及び復原修理基本設計を実施する。

事業NO. 816 事業名
武蔵野（野川流域）水車経営農家・大沢二丁目古民家(仮
称）の整備　【②大沢二丁目古民家（仮称）の整備】①

≪部内管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

保存修復調査
寄贈文化財資
料基礎調査

部材調査
施設管理委託

地盤調査
復原修理基本設計

地盤調査
復原修理基本設計

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①文化財保存作
業
①学習会の実施

①地盤調査及び復原修
理基本設計の実施

①地盤調査及び復原修
理基本設計の実施

予算額(千円) 2,018   1,142   3,897   3,897   
決算額(千円) 2,018   814   3,194   
執行率(％) 100.0% 71.3% 82.0%

地盤調査

復原修理基本設計

管理運営体制の検討

文化財保護審議会等による検討

復原修理基本設計

地盤調査
管理運営体制の検討

文化財保護審議会等による検討

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

結
　
果

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月

当
初
計
画

7月 8月 3月9月 10月 11月 1月 2月12月
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3

1

1

1

2

1

2

2 1

コスト面

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
【課題】(１)地盤調査については、現在調査機材の搬入路が確保されていないため、隣接地所有者の承諾を要する。
(２)設計及び工事途中の計画変更等に対する方向性を定める必要があるため、文化財保護審議会に復原修理部会を設け
る。
【次年度の改善・改革方向】復原修理実施設計を行う。自動火災報知設備を設置する。

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　来年度は今年度より詳細な実施設計を行うため。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

１高(特別の成果あり）・２中・３低

１ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由）　平成21年度は基本設計と地盤調査、平成22年度は実施設計、平成23年度は復原修理工事を実施予定。

成果面

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

１ある・２ない・３その他

（理由及び具体的内容）　平成24年度以降に予定されている一般公開時には、管理運営及び事業実施において民間、市
民等との協働の可能性がある。

2

　重点的に取り組む課題とする。
改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

　古民家の（仮称）の整備について、補助金を最大限活用できるよう都市整備部と連携を図り、工事工程に支障が生じな
いよう取り組む必要がある。

評価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

　文化財の復原修理のため、文化財保護審査会に報告しながら関係各課と慎重に検討を進めた結果、当初計画より
着手が若干遅れたが、予定どおり地盤調査が行われ基本設計が完成した。次年度は、復原修理実施設計や火災報
知設備の設置に取り組む。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

《事業の事後評価》

事
　
後
　
評
　
価

審
査
会
評
価

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

主
管
課
評
価

効率性・経済性に対する評価

事業NO. 816 事業名
武蔵野（野川流域）水車経営農家・大沢二丁目古民家(仮
称）の整備　【②大沢二丁目古民家（仮称）の整備】②

≪部内管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり なし ○ 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

計画事業名

関連計画

10.教育費

4.施設改修事業費

評価対象
事業名

小学校における安全でおいしい水プロジェクトの
推進

教育部 総務課
3223内線施設係

　東京都水道局が企画した「公立学校の水飲栓直結給水化モデル事業」に伴う都補助を受け、第六小学校給水管改修
工事を行う。また、北野小学校・羽沢小学校の給水管改修工事実施設計を行う。

始期 19 年度から 年度まで

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　学校では、貯水槽を適正に管理しているものの、夏季休業期間などでは水使用量が減尐することによって、貯水槽の
中で水が滞留し、おいしい水が蛇口まで届かない場合がある。このため、小学校の水飲栓の直結給水化を行い、児童に
安全でおいしい水を供給する工事を行う。

○

2.小学校費 1.学校管理費基本計画掲載 第６部　第４ ・２-(１)-②

学校施設の整備

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 0.8 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　これまで実施してきた小学校給水管改修工事を参考にして、児童の教育活動に極力支障をきたさない工事工程となるよう
工事を実施する。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

（1）第六小学校の給水管改修工事を実施する。
（2）北野小学校・羽沢小学校の給水管改修工事実施設計を行う。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

（1）第六小学校の給水管改修工事の完了を指標とする。
（2）北野小学校・羽沢小学校の給水管改修工事実施設計の完了を指標とする。

事業NO. 817 事業名
小学校における安全でおいしい水プロジェクトの
推進①

≪部内管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

(1)井口小学校・中原小
学校給水管改修工事
実施設計の実施
(2)南浦小学校給水管
改修工事の実施

(1)井口小学校・中原小
学校給水管改修工事の
実施
(2)第六小学校給水管
改修工事実施設計の実
施

(1)第六小学校給水管改修工事
の実施
(2)北野小学校・羽沢小学校給
水管改修工事実施設計の実施

(1)第六小学校給水管改
修工事の実施
(2)北野小学校・羽沢小学
校給水管改修工事実施
設計の実施

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①井口小学校・中原小
学校給水管改修工事
実施設計の実施・完了
①南浦小学校給水管
改修工事の実施　・完
了

①井口小学校・中原小
学校給水管改修工事の
実施・完了
①第六小学校給水管改
修工事実施設計の実
施・完了

①第六小学校給水管改修工事
の実施・完了
①北野小学校・羽沢小学校給水
管改修工事実施設計の実施・完
了

①第六小学校給水管改
修工事の実施・完了
①北野小学校・羽沢小学
校給水管改修工事実施
設計の実施・完了

予算額(千円) 39,028   69,490   40,128   40,128   
決算額(千円) 35,596   66,329   35,159   
執行率(％) 91.2% 95.5% 87.6%

【小学校における安全でおいしい水プロジェクト】

【契約準備】【着手】 第六小給水管改修工事 【竣工】

【契約準備】【着手】 北野小・羽沢小給水管改修工事実施設計 【設計完了】

【小学校における安全でおいしい水プロジェクト】

【契約準備】【着手】 第六小給水管改修工事 【竣工】

【契約準備】【着手】 北野小・羽沢小給水管改修工事実施設計 【設計完了】

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）
　当初計画どおり実施。

3月

当
初
計
画

結
　
果

9月 10月 11月

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 2月7月 8月 12月 1月



225 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

1

1

1

1

1

2

1 1

１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　都補助の終了に伴い、小学校における安全でおいしい水プロジェクトは平成22年度で終了する予定であったが、平成21年
７月に東京都水道局より補助期間延長及び中学校においても補助を行う旨の連絡があった。これを受け、三鷹市立小・中学
校で水飲栓の直結給水化を行っていない小・中学校に対して本事業を継続して行う計画へと変更を行う。なお、羽沢小学校
の給水管改修工事は平成22年度に行う予定であったが、都補助の期間延長及び、平成22年度から予定している耐震補強
工事との関係から給水管改修工事を平成23年度工事へ変更する。今後予定する給水管改修工事については、先行事例の
学校を参考にし、工事期間の短縮について改善策を講じる。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　延長された都補助を最大限活用（先行事例４校を参考にし、補助対象内工事を増やす）し、コスト縮減を図る。

（理由）　給水管の改修により、安全でおいしい水の供給が可能な小学校が増加する。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）　給水管改修工事実施設計業務委託。

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　平成21年度小学校における安全でおいしい水プロジェクトは、第六小学校の給水管改修工事及び北野小学校・羽
沢小学校の給水管改修工事実施設計が当初計画通り完了した。本事業により、小学校１校の水飲栓の直結給水化
が行われたので、児童に安全でおいしい水を供給することができる学校数が４校となった。
　次年度は、補助が終了する平成28年度までに工事が完了するよう、給水管改修工事実施設計が完了している北野
小学校、羽沢小学校さらに、市立中学校で給水管改修工事を行っていない学校の水飲栓の直結給水化整備を計画
的に進める。給水管改修工事については、先行事例の４校を参考にし、工事期間の短縮について改善策を講じる。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

事業NO. 817 事業名
小学校における安全でおいしい水プロジェクトの
推進②

≪部内管理事業≫ 教育委員会
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部課名
係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目
一般会計 事項
補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

評価対象
事業名 みたか教師力養成講座等の充実

教育部　指導室
3246内線指導事務係

計画事業名

関連計画

10.教育費
11.ネットワーク大学等連携事業費

(1)みたか教師力養成講座：三鷹市等の公立学校教員希望者に対して、講義・演習、特別教育実習を行い、教員に必要
とされる資質の向上を図り、幅広い視野と社会性、実践的指導力や柔軟な対応力を培う。
(2)みたか教師力錬成講座：①スクールリーダーコース（学校管理職を対象に、学校経営に関する専門性の向上を図る。）
②特別支援教育コース（軽度発達障がいの児童・生徒の的確な把握に基づく、適切な支援・指導力を養成する。）
(3)みたか学校支援者養成講座：学校支援を促すため、団塊の世代の市民をはじめ、児童・生徒の保護者層等幅広い市
民を対象に教育ボランティアとしての動機付け及び具体的なかかわり方について研修する。

始期 18 年度から 年度まで

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入

　教育委員会では、平成21年度に「学校運営協議会」を設置するコミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育校を
全市展開するにあたり、三鷹市の教育の取り組みに積極的な理解を示し、三鷹独自の「新しい義務教育学校（小・中一
貫教育校）」の教育を推進する、意欲のある教員等を採用、任用、育成することが喫緊の課題である。そこで、三鷹ネット
ワーク大学推進機構と連携し、教員のインターンシップ制度、教員の専門性を高める研修制度、団塊の世代の市民の学
校教育への支援推進を目的とした研修制度を構築する。

1.教育総務費 3.教育指導費

○

基本計画掲載 第６部 第３ ・８-(１)-②
教育・子育て研究所コース事業の拡充

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　平成20年度「みたか教師力養成講座実践コース」は充実度、満足度とも高い数値を示した。平成21年度は内容により一層
の充実を図り、実践力、対応力を身に付けるとともに、東京都教員採用試験の合格を視野にいれた講義・演習を重視した講
座を開設する。基礎コースは、講座内容の質を向上しつつ、講座回数を工夫し、多くの受講生が受講できるよう改善を図る。
「みたか教師力錬成講座」では、講座内容の質の向上を図りつつ学校管理職等が参加しやすいよう受講時間帯、回数等の
改善を図る。
今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　三鷹市教育ビジョンに基づき、三鷹の教育に積極的な理解を示し、三鷹の教員を志望する学生を養成するために、「みた
か教師力養成講座実践コース」大学１、２年生対象の「基礎コース」の講座内容の質の向上を図り、教員のインターンシップ
制度を充実させる。また、現職教員の資質向上、キャリア支援のために現職教員に「スクールリーダーコース」、「特別支援
教育コース」については、管理職や教員が受講しやすい、体系的な研修を実施していく。教育ボランティアの資質向上のた
めに、学校支援者養成講座については、受講しやすい回数の工夫や講座内容を充実するなか、全市展開するコミュニティ・
スクールの充実を図る。
今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

(1) みたか教師力養成講座　①大学１、２年生対象で年間16回開催　②大学３、４年生対象で年間36回開催
(2) みたか教師力錬成講座　①スクールリーダーコース(コーチングコース他３コース）年間16回開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　②特別支援教育コース年間20回開催
(3) みたか学校支援者養成講座　年３回×３（８月、10月、12月に実施)

事業NO. 818 事業名 みたか教師力養成講座等の充実① ≪部内管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

○教師力養成講座
・大学１.２年と３.４年対
象
○教師力錬成講座
・スクールリーダーと特
別支援教育
○学校支援者養成講
座

○教師力養成講座
・大学１.２年と３.４年対
象
○教師力錬成講座
・スクールリーダー（４
コース）と特別支援教育
（１コース）
○学校支援者養成講座

○教師力養成講座
・大学１.２年と３.４年対象
○教師力錬成講座
・スクールリーダー（４コース）
と特別支援教育（１コース）
○学校支援者養成講座

○教師力養成講座
・大学１.２年と３.４年対
象
○教師力錬成講座
・スクールリーダー（４
コース）と特別支援教
育（１コース）
○学校支援者養成講
座

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

②教師力養成講座
・２コースで49人(24,25)
②教師力錬成講座
・３コースで30人
(10,17,3)
②学校支援者養成講
座
・１コースで20人

②教師力養成講座
・２コースで60人(32,28)
②教師力錬成講座
・５コースで55人(21,34)
②学校支援者養成講座
・３コースで101人
(36,19,46)

②教師力養成講座
・２コースで40人
②教師力錬成講座
・５コースで20人
②学校支援者養成講座
・３コースで60人

②教師力養成講座
・２コースで61人(28,33)
②教師力錬成講座
・５コースで71人(46,25)
②学校支援者養成講
座
・４コースで182人（56，
31，74，21）

予算額(千円) 3,000   4,000   4,000   4,000   
決算額(千円) 2,857   3,443   3,372   
執行率(％) 95.2% 86.1% 84.3%

養成講座等開設期間

養成講座等開設期間

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

3月

当
初
計
画

結
　
果

9月 10月 11月 2月7月 8月

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 12月 1月
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《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向

　教師力養成講座では、インターンシップ制度を通して三鷹の教育についての理解を深めるとともに、実践的な指導力を身
に付けるための効果は高い。より高い合格率を目指した指導を通して、教員採用試験に合格をする実力を身に付けさせ、今
後も三鷹にふさわしい人材の育成を図っていきたい。教師力錬成講座ではスクールリーダーコースで講座編成を変え、受講
しやすくしたため、１講座当たりの受講者数が増加した。また、学校支援者養成講座では、新たに算数教え方講座が非常に
好評であった。直接学校支援の方法を身につける内容で、実践的な講座であったことが要因と考える。今後はより実践的か
つ施策の推進に役立つ講座の改善に努めていきたい。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　現在の講座数を維持し、内容の充実を図るため。現状と同様の予算措置が必要なため。

（理由）　現在の講座数について内容の充実を図る。より実践的な内容の講座を増やし、効果を上げていく。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容） 　現在もＮＰＯ法人三鷹ネットワーク大学推進機構との連携で実施している内容なので、今後と
も連携を強化し推進していく。

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　みたか教師力養成講座では、特別教育実習を通して三鷹市の学校教育についての理解を深めるとともに、実践的
な指導力を身に付ける研修効果が高い。また、受講者で東京都教員採用選考に小学校７割、中学校６割と高い合格
率を誇る指導を実施することができた。今後も三鷹にふさわしい人財の育成を図っていきたい。教師力錬成講座では
スクールリーダーコースで講座編成を変え、受講しやすくしたため、１講座当たりの受講者数が増加した。また、学校
支援者養成講座では、新たに算数教え方講座、特別支援教育講座が好評であった。直接学校支援の方法を身につ
ける内容で、実践的な講座であったことが要因と考える。今後はより実践的かつ施策の推進に役立つ講座の改善に
努めていきたい。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

事業NO. 818 事業名 みたか教師力養成講座等の充実② ≪部内管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり ○ なし 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

評価対象
事業名

学童保育所の整備（羽沢小学童保育所の整備事
業）

教育部生涯学習課
3311内線児童青尐年係

　羽沢小学童保育所（定員40人）の羽沢小学校施設内への移転に伴う基本・実施設計を行う。

始期 21 年度から 22 年度まで

計画事業名

関連計画

３．民生費

２．学童保育所管理関係費

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　羽沢小学童保育所については、建設後27年が経過し老朽化しており、保育面積も狭あいであり、さらに、都道第123号
線（天文台通り）の整備事業に伴い、移転が必要となる可能性があることから、羽沢小学校の耐震補強工事にあわせて、
小学校施設内への移転を行い、保育面積を拡充し、保育環境の改善を図ることを目標とする。

○

２．児童福祉費 １．児童福祉総務費基本計画掲載 第６部 第２ ・６ - (４) - ①

学童保育所の整備

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 0.5 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

　学校・学童保育所父母会・指定管理者（三鷹市社会福祉協議会）などとの意見聴取及び協議を行い、利用者、運営者の
ニーズを踏まえた設計を行う。

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明

　基本設計・実施設計委託を行う。また、学童保育所父母会・学校・指定管理者（三鷹市社会福祉協議会）などとの意見聴取
及び協議を行い関係者との調整を行う。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　基本設計・実施設計を行う。

事業NO. 819 事業名
学童保育所の整備（羽沢小学童保育所の整備事
業）①

≪部内管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

羽沢小学童保育所の基
本・実施設計

羽沢小学童保育所の基
本・実施設計

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①基本設計・実施設計の
実施

①基本設計・実施設計の
実施

予算額(千円) 2,750   2,750  
決算額(千円) 2,326  
執行率(％) 84.6%

当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

結
　
果

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 3月2月7月

当
初
計
画 学校・学童保育所父母会・指定管理者

などとの意見聴取及び協議

12月 1月10月 11月9月8月

学校・学童保育所父母会・指定管理者
などとの意見聴取及び協議

基本・実施設計

基本・実施設計
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主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　現学童保育所跡地については、学校との協議を行い、活用方法を検討する。

コスト面

《事業の事後評価》

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）　施設の改修工事及び移転、備品等を整備する。

（理由）　羽沢小学校校舎内への移転に伴い、児童の保育環境の改善が図られる。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

１ある・２ない・３その他

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
評価 １ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

（理由及び具体的内容）

校舎の耐震補強工事とあわせた整備時期の調整を図ることとし、来年度の事業実施は見送ることとする。
改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　学校への説明、学童保育所父母会への説明会の実施及び意見聴取、指定管理者や学童保育員との協議及び意見
聴取を行い、要望等を反映した設計とし、期間内に完了することができた。次年度は、校舎の耐震補強工事とあわせ
た整備時期の調整を図る。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

主
管
課
評
価

審
査
会
評
価

事業NO.819 事業名
学童保育所の整備（羽沢小学童保育所の整備事
業）②

≪部内管理事業≫ 教育委員会
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部課名

係名

あり なし ○ 体系 歳出科目 款 項 目

一般会計 事項

補助区分 国 都 市単独

目
的

概
要

終期 時間

内線庶務係

三鷹らしい教育の実現

10．教育費

２．助言者謝礼

評価対象
事業名 教育委員会の点検・評価の実施

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価を次
により実施する。
　①所管課において前年度の主要事務事業の進捗状況等について点検及び評価を実施する。
　②学識経験者からの意見を聴取する。
　③教育委員会において点検及び評価を実施する。
　④点検及び評価の結果を取りまとめた報告書を作成し、議会へ提出するとともに、公表する。

始期 20 年度から 年度まで

教育部総務課
3214

事業の目的・概要　　目的は対象(何を､誰を対象に)と意図(対象をどういう状態にしたいのか)を､概要は実施手法､手順等を記入
　①教育委員会において実施する主要事務事業について点検及び評価を実施し、課題や取り組みの方向性を明らかに
することにより、効果的な教育行政の一層の推進を図る。
　②報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表することにより、市民への説明責任を果たし、市民に信頼される教育
行政を推進する。

１．教育総務費 15．事務局費

○

基本計画掲載 第６部　第３ ・８-(１)

計画事業名

関連計画

他団体の先進的な取り組み事例・成果・参考実績値　（コスト比較を含む）

当該事務に従事する実職員数 0.2 人または
今年度の改善・改革ポイント（前年度の評価結果等を踏まえて。継続事業の場合記入）

今年度の活動指標（事業・活動の内容・量の指標）の説明
　前年度に実施された20の主要事務事業の取り組み状況、進捗度等に関し、点検・評価を実施する。

今年度のまちづくり指標（成果の指標）の説明

　点検・評価の結果を取りまとめた報告書を作成し、公表する。

事業NO. 820 事業名 教育委員会の点検・評価の実施① ≪部内管理事業≫ 教育委員会

年度別明細 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度目標 Ｈ２１年度達成
活動指標
（事業・活
動の内容・
量）

当該年度の20の主要事
務事業について、１月１
日現在の点検・評価を実
施し、暫定版として報告
書を作成し、公表した。

前年度の20の主要事務
事業について、３月31日
現在の点検・評価を実施
し、報告書を作成し、公表
する。

前年度の20の主要事務
事業について、３月31日
現在の点検・評価を実施
し、報告書を作成し、公表
した。

まちづくり
指標（成果
指標）
①行政指標
②協働指標

①報告書の作成及び公
表

①報告書の作成及び公
表

①報告書の作成及び公
表

予算額(千円) 74  156  156  
決算額(千円) 48  52  
執行率(％) 64.9% 33.3%

所管課による点検・評価

学識経験者からの意見聴取

○教育委員会による点検・評価
○議会へ報告書を提出

○報告書の公表
所管課による点検・評価

学識経験者からの意見聴取

○教育委員会による点検・評価
○議会へ報告書を提出

○報告書の公表
当初計画変更の内容・理由等（※進捗状況評価で記載した理由以外に詳細な説明がある場合に記載）

3月12月 1月

年間の実施スケジュール

4月 5月 6月 2月

当
初
計
画

結
　
果

9月 10月 11月7月 8月
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１ある・２ない・３その他

《事業の中間評価》

中間評価時の課題と次年度の改善・改革方向
　意見の聴取を行う有識者を２人から３人に増やすとともに、有識者を招いた懇談会を開催する。

主管課中間評価（今年度で事業が終了する場合は記入不要）

中
　
間
　
評
　
価

来年度は本年度よりコストが、１減少する・２維持・３増加する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由）

（理由）　意見の聴取を行う有識者を２人から３人に増やすとともに、有識者を招いた懇談会を新たに開催することによ
り、評価の客観性等をより確保することができるなどの成果が期待できる。

成果面 来年度は本年度より成果が、１増加・２維持・３減少する(比較できない場合は理由のみ記載）

（理由及び具体的内容）

今後の委託・協働等（民間・嘱託臨職・市民による一部実施を含む）の可能性について

改善提案に対する事業評価審査会の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)
１ 妥当である・２ 改善の余地あり・３ 抜本的な見直し必要 （特記意見）

コスト面

改善提案に対する政策会議の意見・評価(又は平成21年度の取り組みに対する意見)

評価

審
査
会
評
価

（特記意見）
進捗状況評価

１大(目標の指標等を達成）・２中・３小又はなし成果に対する評価（活動指標・まちづくり指標に対して）

成果に対する評価

１高(特別の成果あり）・２中・３低

《事業の事後評価》

事
　
後
　
評
　
価

効率性・経済性に対する評価 2

　進捗状況については、ほぼ計画どおりに報告書の作成及び公表を行うことができた。次年度については、意見の聴
取を行う有識者を２人から３人に増やすとともに、有識者を招いた懇談会を新たに開催することにより、評価の客観性
等のさらなる確保に努めることとする。

総合評価（進捗状況、成果、効率性・経済の評価を踏まえて）及び次年度の実施方針

効率性（事業の効率的実施）・経済性（予算のコスト削減等）に対する評価

進捗状況評価（当初計画に対して） １当初計画通り(計画以上の進捗を含む）・２若干遅れた・３大きく遅れた

主
管
課
評
価

事業NO. 820 事業名 教育委員会の点検・評価の実施② ≪部内管理事業≫ 教育委員会


